
 

 

 

 

 

平 成 １ ８ 年 

監査結果に基づき知事等が講じた措置 

（第１回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東  京  都  監  査  委  員 

 

 

 



地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

平成１７年行政監査（情報システムの運用管理について）、平成１７年行政

監査（消費者トラブル等への対応について）、平成１７年行政監査（道路の

維持補修について）、平成１７年財政援助団体等監査、平成１７年工事監査、

平成１７年各会計定例監査、平成１６年度決算審査（出納長所属各会計及び

公営企業各会計）、平成１６年財政援助団体等監査、平成１６年行政監査（特

命随意契約について）、平成１６年行政監査（都立図書館サービスについて）、

平成１６年各会計定例監査及び平成１５年度各会計定例監査の結果に基づき

講じた措置について、東京都知事等関係機関から通知があったので、次のと

おり報告する。 
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第１ 報 告 の 概 要 

 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

を受けました。今回、通知を受けた件数は１２９件で、講じられた措置の内訳は、表２のとおり

です。また、残る６２件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策

を検討中となっています。 

 
（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回措置 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 １２ － ８ ４
意見・要望 ４ － １ ３

平成１７年 行政監査 
（情報システムの運用管理
について） 

平成17.9.26 
～平成18.2.1

計 １６ － ９ ７
指 摘 － － － －

意見・要望 ３ － ２ １
平成１７年 行政監査 
（消費者トラブル等への対
応について） 

平成17.10.3 
～平成18.2.1

計 ３ － ２ １
指 摘 － － － －

意見・要望 ２ － １ １
平成１７年 行政監査 
（道路の維持補修について） 

平成17.9.26 
～平成18.2.1

計 ２ － １ １
指 摘 ３３ － ２４ ９

意見・要望 ８ － １ ７
平成１７年 
 財政援助団体等監査 

平成17.9.7 
～平成18.2.1

計 ４１ － ２５ １６
指 摘 ３７ － ３７ ０

意見・要望 ５ － ４ １
平成１７年 
 工事監査 

平成17.2.2 
～平成18.1.18

計 ４２ － ４１ １
指 摘 ７８ ５３ １９ ６

意見・要望 １１ ３ １ ７
平成１７年 
各会計定例監査 
（平成１６年度執行分） 

平成17.1.14 
～平成17.9.7

計 ８９ ５６ ２０ １３
指 摘 １８ ９ ９ ０

意見・要望 ３ ０ ０ ３
平成１６年度 
 決算審査 
（出納長所属各会計） 

平成17.7.21 
～平成17.9.7

計 ２１ ９ ９ ３
指 摘 １１ ４ ６ １

意見・要望 － － － －
平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ ４ ６ １
指 摘 ４３ ３４ ６ ３

意見・要望 ３ ２ ０ １
平成１６年 
 財政援助団体等監査 

平成16.9.7 
～平成17.3.23

計 ４６ ３６ ６ ４
指 摘 ２１ １９ １ １

意見・要望 ７ ６ ０ １
平成１６年 行政監査 
（特命随意契約について） 

平成16.9.27 
～平成17.2.2

計 ２８ ２５ １ ２
指 摘 ５ １ ０ ４

意見・要望 ６ １ ２ ３
平成１６年 行政監査 
（都立図書館サービスにつ
いて） 

平成16.9.27 
～平成17.2.2

計 １１ ２ ２ ７
指 摘 ７４ ６８ ５ １

意見・要望 ４ ３ １ ０
平成１６年 
各会計定例監査 
（平成１５年度執行分） 

平成16.1.19 
～平成16.9.8

計 ７８ ７１ ６ １
指 摘 ４ ４ － －

意見・要望 １ ０ ０ １
平成１５年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成16.6.1 
～平成16.8.27

計 ５ ４ ０ １
指 摘 ５５ ５４ ０ １

意見・要望 ５ ４ ０ １
平成１５年度 
 財政援助団体等監査 

平成15.6.20 
～平成16.5.12

計 ６０ ５８ ０ ２
指 摘 － － － －

意見・要望 ８ ６ ０ ２
平成１５年度 
 行政監査 

平成15.10.7 
～平成16.2.10

計 ８ ６ ０ ２
指 摘 ５０ ４９ １ ０

意見・要望 ５ ５ － －
平成１５年度 
 各会計定例監査 
（平成１４年度執行分） 

平成15.1.10 
～平成15.9.9

計 ５５ ５４ １ ０

指 摘 ４４１ ２９５ １１６ ３０

意見・要望 ７５ ３０ １３ ３２合          計 

計 ５１６ ３２５ １２９ ６２

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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（表２）措置の内訳 

区   分 事          例 件  数

規定、基準等に即した適正な

事務の執行、財産管理等に改

めたもの 

特命随意契約を見直して競争入札に改めた。 

公有財産の異動に伴う通知漏れを改めた。 
４７件

会議、研修等において、関係

者に周知徹底を図ったもの 

特殊工法を採用する場合における施工実態や局基

準との十分な比較検討及び複数職員によるチェッ

クの徹底などを課内会議で職員に周知徹底した。 

３２件

要綱、規則の改正や新たな基

準の作成など、より適切な事

務手続に改めたもの 

東京都福祉のまちづくり条例整備基準を踏まえた

新たな「視覚障害者誘導用ブロック設置マニュア

ル」を策定した。 

２９件

指 

 

 

 

摘 

その他 － ８件

 小  計 １１６件

より効率的な方法などに改

めたもの 

前年度の運航実績による基準を作成し、船客待合

所の清掃回数を見直した。 
１０件

その他 － ３件

意 

見 

・ 

要 

望 
小  計 １３件

合    計 １２９件
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第２ 報 告 の 内 容 

 
 

〔平成１７年行政監査（情報システムの運用管理について）〕 
 

総 務 局 
 

（１）積算を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

総務局は、「平成１６年度工業統計調査の電算集計処理委託」契約をＰと締結している（契約

金額：１，０１８万５，０００円、契約期間：平成１６．４．１～平成１７．３．３１）。 

調査票等の入力において、積算内訳のタッチ数と平成１６年度に実際に発生したタッチ数と

を比較したところ、都独自に追加した項目に係るタッチ数が、６３万１，９８０タッチ過大で

あり、２３万８，８８８円が過大に積算されている。 

 
イ 講じた措置の概要 

データ入力の積算方法については、監査の指摘を踏まえ、平成１８年度の準備契約において

積算を変更した。 

 

 

都 市 整 備 局 
 

（１）システム開発における積算根拠を明確にすべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都市整備局は、Ｎと特命随意契約を締結した「東京都建設発生土情報システムの変更に係る

プログラム開発委託」について、履行場所への交通費として予定価格内訳の中に間接費を計上

している。しかし、積算基準では、ＳＥ（システムエンジニア）等単価の中には、一般管理費

などの諸経費等が含まれており、遠方での作業が必要な場合の交通費等については、別途積算

するのが通例となっている。必要な旅費については、根拠を明らかにして計上することが必要

であり、間接費として一括して計上することは適切でない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月１１日付１７都市総総第６８４号「情報システムに関する積算（間接費の計

上）について」の文書により、システム開発における間接費の明確な積算について周知徹底を

図った。 
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福 祉 保 健 局 
 

（１）情報管理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

障害者サービス事業者情報提供システムの運用委託について、仕様書で提出を義務づけてい

る個人情報（障害者サービス施設の管理者の住所、氏名など）等の管理状況の記録が受託業者

から都に提出されていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月１６日に、受託業者から管理台帳の提出を受けた。 

また、同年３月に開催した局内の庶務担当課長会で、情報管理を適正に行うように周知徹底

を図った。 

 
 

交 通 局 
 

（１）バックアップデータの管理を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

交通局は、作業日報集計管理システム、軌道検測システム、軌道管理支援システムなどの保

線管理システムの機能を維持し、常に正常に稼動する状態とするために、「保線管理システム保

守管理委託」契約をＵと特命随意契約により締結しているが、バックアップデータの管理につ

いて、明確な取り決めを行わないまま受託業者に保管・管理させている。 

 
イ 講じた措置の概要 

監査の指摘を踏まえ、平成１８年２月１日付けの「行政監査指摘に伴う改善措置について」

（建設工務部管理課長名で関係課長あて）により、総務局ＩＴ推進室で定めた「電子情報処理

委託に係る標準特記仕様書」の採用を指示するとともに、職員へその旨の周知徹底を図った。 

なお、平成１８年度契約については、上記措置を行った上で契約課あて契約依頼を行った。 

 

 
水 道 局 

 
（１）システムを速やかに本格稼動させるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

人事・給与事務申請受付システムについては、基本的なシステムが完成してから１年以上経

過しているが、一部の職場において、試行が行われているに止まり、未だ全職場において活用

されていない。 
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イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月２７日、全職員（再雇用職員を含む。）を対象として、システムを本格稼働さ

せた。 

 
 

教 育 庁 
 
（１）システム稼動前の調整を適切に行わせるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

学校管理システムは、総合学科など新しいタイプの都立高校における履修の管理等を目的と

するものであるが、導入に当たり、契約の仕様に一部不明確な部分があったため、対応が遅れ、

システムの調整が完了しないまま本稼動に入っている。 

 
イ 講じた措置の概要 

各校には、全ての様式類の出力及びダミーデータによる成績処理を試行期間内にテストする

ことを徹底させた。また、各校から業者へのソフトの一部修正等を依頼する際に、東京都教育

委員会を経由して、依頼を行うことにより、東京都教育委員会、業者、学校の関係の明確化を

図り、さらに、そこで得られた修正意見について蓄積し、次回契約の際の仕様に反映するなど、

試行期間の位置づけを明確にした。 

上記の件については、平成１８年１月２６日に本庁へ関係校を集め、周知を図った。 

 
（２）各社の受託内容やセキュリティ体制を明確にすべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

学校管理システムの賃貸借契約の報告書等について見たところ、契約先であるＢが業務の一

部を他社に依頼していることが認められた。当該契約は、委託契約ではなく、標準特記仕様書

に定める事項（再委託先の業務内容、セキュリティ体制の明確化）が直接に適用されるもので

はないが、バックアップ装置のテープ交換等において、個人情報を含むデータを取り扱うこと

から、委託契約に準じて、各社の受託内容やセキュリティ体制を明確にしておく必要がある。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年度の準備契約において、新たに情報の保管及び管理と第三者への委託等を規定し

た「学校管理システム賃貸借に係る特記仕様書」を策定し、各社の受託内容やセキュリティ体

制を明確にした。 
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（３）情報システムの再構築に係る調査を適切に行うよう検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

教育庁は、人事システムの再構築に関して、調査委託（約９５３万）を行い、その結果は、

既存プログラムを利用したダウンサイジングが最も効率的な開発手法であると示されていた。      

しかし、その後、人事システムを給与システムと一体化する再構築について検討し、２つの

システムを統合して一体的開発を行うこととし、調査委託契約（約９２４万円）を行った。 

当初の調査については、人事システムと給与システムの統合も視野に入れ、また、開発手法

についても、既存システムの活用による移植以外の方法を十分検討すべきであった。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年度に実施した「教職員人事システム及び教職員給与システムの調査委託」では、

多様な観点から最も望ましいシステムが開発できるよう検討を行った。 

今後も同様に、システムの再構築に係る調査は適切に行っていく。 

 
（４）業務内容に相当する単価で積算するよう見直しを行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

教育庁は、「退職手当事務の電子計算機処理委託」契約をＯと特命随意契約により締結してお

り、システム運用料の予定金額については、全てＳＥ（システムエンジニア）単価を使用して

積算されている。しかし、他局における同様の事業は、ＳＥ単価の他にオペレーター単価を使

用して積算されており、また、庁でも、平成１７年度から局内における同様の業務委託につい

て単価設定の見直しを行い、その一部は、業務オペレーター単価を使用している。 

 
イ 講じた措置の概要 

総務局ＩＴ推進室及び教育庁教育情報課の指導をもとにシステム運用料の単価設定につい

て見直しを行い、オペレーターとしての業務と判断できるものについては、平成１８年度契約

から、業務オペレーター単価を使用して積算を行うこととした。 
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〔平成１７年行政監査（消費者トラブル等への対応について）〕 
 

生 活 文 化 局 
 

（１）情報収集体制の充実が図られるよう検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

消費生活総合センターでは、区市の消費生活センター等で受けた相談情報を、データベース

に蓄積して消費生活行政を支援する「東京都消費生活相談情報オンラインシステム」（メコニス）

を運用している。区市は、相談者からの相談情報を相談入力システムに入力し、そのデータを

フロッピーディスクに記録した上で、総合センターに送付し、同センターが、管理用端末機か

ら、メコニスに登録を行うこととしている。 

区市から送付された相談情報について見たところ、監査日（平成１７．１０．４）現在、相

談受付日から２か月以上も経過して送付されている事例が多数認められた。 

 
イ 講じた措置の概要 

相談情報収集体制については、平成１８年度から、区市データの収集及び登録の迅速化を目

的に、フロッピーディスクによる送付に替えてメコニス端末を利用した伝送を採用する。この

データ提出方法の変更について、平成１８年２月１３日に開催した「都・区市町村消費者行政

担当課長会」において趣旨説明を行い、また、同年３月２２日及び２４日に開催した「都・区

市町村センター所長会」でも伝送を早期に行うよう、協力の依頼をした。 

 
（２）ステップ・アップ講座修了者が消費生活リーダーとして活動できるよう検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

消費生活総合センター及び多摩消費生活センターは、地域の消費生活リーダーや行政のパー

トナーとして活躍する人材を育成することを目的として、平成１１年度にステップ・アップ講

座を開設した（履修期間：３年間）。この講座では、修了までに１００時間を超える授業を実施

することとしており、平成１５年度までの講座修了者は、１２３名となっている。 

しかし、総合センターが、平成１６年度に、前年度までのステップ・アップ講座の修了者を

対象として、その活動状況の有無について調査したところ、活動状況が把握できたのは約半分

の６０名に止まり、その他の講座修了者については、活動状況が把握されていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月３０日にステップ・アップ講座修了者の活動状況等に関する調査を行い、平

成１７年度の活動状況調査未回答者に対しては督促を行うなどし、回答率の向上に努めた。 

また、講座修了者の活動を支援、促進するため、平成１８年３月１３日に「ステップ・アッ

プ講座修了者情報交換会」を開催し、①ホームページを利用したステップ・アップ講座修了者

グループの情報提供について、②講座修了者の活動状況調査の回答率向上について、検討する
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とともに、講座修了者による意見・情報交換を行った。 

 

 
 

〔平成１７年行政監査（道路の維持管理について）〕 
 

建 設 局 
 

（１）雨水流出抑制施設の適切な管理に努めるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都道に設置した雨水浸透ますの管理について見ると、点検時のフィルターの状況や浸透ま

すの洗浄履歴など、浸透ますの機能を管理するために必要となる管理記録に不十分な面が見

られた。また、透水性舗装歩道についても、浸透ますと同様に洗浄を実施した時期や場所の

記録、点検による水たまり状況などの記録は整理されていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月１３日に開催した全建設事務所の維持担当係長を対象とした道路維持検討委

員会にて、次のとおり周知した。 

① 浸透ますについては、管理台帳の整備を徹底するよう周知した。その上、浸透ますの点検

は、道路しゅんせつ及び路面補修時に行うことし、その結果は、「桝点検記録簿」に記載し、

管理台帳と合わせて整理することとした。 

② 歩道透水性舗装洗浄を実施した箇所については、管内図に清掃箇所を記録するとともに、

清掃実施時期、位置及び面積を確認できるように、「歩道透水性舗装洗浄記録簿」を作成し、

しゅん工図書も合わせて整理することとした。また、点検により発見した水溜り箇所などに

ついても、同様に管内図に記録することとした。 
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〔平成１７年財政援助団体等監査〕 
 

総 務 局 
 

（財団法人東京都島しょ振興公社） 

 

（１）補助金の額の確定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社は、平成１５年度及び平成１６年度の補助事業について、監査日（平成１７．１１．

２８)現在、団体等からの事業実績報告書等が提出されていないことから、補助金の額の確定

を行っていない。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月２６日に公社全職員に対し、監査指摘内容を周知した。 

未提出の実績報告書等については、速やかに団体からの提出を受け、補助金の額の確定を行

った。さらに、平成１８年度執行分からは、原則精算払とするよう改善策を講じることとした。 

 
（２）売上金の管理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社は、島しょ地域の観光の振興を図るため、各種イベントの企画・実施等を行い、観光Ｐ

Ｒ、特産品の紹介及び販売を行っているが、イベントにおける商品販売時の売上金の管理につ

いて見たところ、①商品売上時に事業収入として計上せず、金融機関への預け入れ日に収入と

して計上している。②現金出納簿に記帳しないまま、長期間にわたり現金を金庫に保管してい

る。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月２６日に公社全職員に対し、監査指摘内容を周知した。  

イベント時の売上金については、適正な時期に事業収入として計上し、売上金（現金残高）

の明確化を図るため、現金出納簿へ記帳した上で金庫に保管するとともに、金融機関への入金

についても速やかに行うよう併せて指導した。 

 
（財団法人東京都人権啓発センター） 

 
（３）補助金交付の事務手続を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

財団法人東京都人権啓発センター運営費補助金交付要綱第１１において、「財団は、補助事業

の遂行状況に関し、四半期ごとにその期の最終月の翌月の２０日までに知事に報告しなければ
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ならない。」とされているが、局は、センターに四半期ごとの遂行状況報告を提出させていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年度の第３四半期までの補助事業の遂行状況報告について、センターに提出を求め、

平成１８年１月６日付けで受理した。 

第４四半期分についても、同年１８年４月２０日までに提出するよう指導した。 

 

 

生 活 文 化 局 
 

（私立学校９０団体） 

 

（１）給与規程を整備し、通勤手当の支出を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

学校法人守屋教育学園の吉祥
きちじょう

女子高等学校及び吉祥
きちじょう

女子中学校では、教職員給与規程によ

り「通勤手当はその通勤の事実に基づきその都度、又はとりまとめて一括支給する」と定めて

いるが、通勤手当の支給状況について見たところ、次のとおり、不適切な点があった。 

① 吉祥女子中学校の補助対象本務職員（現業）Ａは、平成１６年９月３日から同年１１月

２３日までの間、病気により出勤しておらず、１０月分については、通勤の事実が１日もなか

ったにもかかわらず、通勤手当を支給している。 

② 給与規程には、通勤手当の具体的な算定方法、支給基準等が明確にされていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

本件の通勤手当について、平成１８年３月２４日に開催した理事会において、給与規程の改

正を行い、適切な支出に努めることとした。 

 
（２）会計処理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（ア）学校法人丹
に

尾
お

学園南
なん

蒲
ぽ

幼稚園の総勘定元帳を見たところ、平成１６年度に交付決定（平成

１７年３月３１日付）のあった私立学校安全対策促進事業費補助金（防犯カメラの設置及び

簡易耐震診断に係る経費）１２２万１，０００円を、平成１６年度の収入として計上せず、

平成１７年度の収入として計上している。 

 
（イ）学校法人会計基準によれば、児童手当拠出金は、勘定科目の教員人件費支出と職員人件費

支出に区分して、それぞれの所定福利費により支出することとされているが、学校法人自由

学園では、児童手当拠出金（平成１５年度：５８万３，８５０円、平成１６年度：６３万９，

２７２円）について、教員人件費支出と職員人件費支出に区分せず、一括して管理経費支出
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の福利費支出で処理している。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア）監査の結果を踏まえ、収受文書・発送文書取扱い内規を定め、国や都からの文書は特に重

要な文書として、事務長のほか理事長や副園長等にも回覧し複数で確認することとした。    

この内規については、平成１８年１月開催の理事会で承認され、平成１８年２月２日から施

行している。 

 
（イ）監査の結果を踏まえ、管理経費の福利費支出として計上していた児童手当拠出金を、平成

１７年１１月３０日に教員人件費支出と職員人件費支出に区分して、それぞれの所定福利費

に振り替えた。同年１１月３０日以降の児童手当拠出金は、教員人件費支出と職員人件費支

出に区分して支出している。 

 

 

都 市 整 備 局 
 

（東京地下鉄株式会社） 

 

（１）支給品の運搬費の積算を適正に行うとともに、再発防止に万全を期すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

霞ヶ関駅・赤坂見附駅間Ａ線コンクリート道床軌道更新工事（丸ノ内線 霞ヶ関駅・赤坂見

附駅間、工期：平成１６．９．７～平成１９．２．２３、請負金額：２億９，７２２万２３５

円）のうち、コンクリート道床防振まくらぎ敷設における運搬費の積算について見ると、支給

品（ＰＣまくらぎ、バラスト）の積込は人力補助により行われているが、これに係る延べ人員

の計算を誤って７倍の費用を計上している。 

このため、積算額約１，５３１万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月７日付けの契約変更により減額是正した。 

    再発防止のため、同年１１月８日に工務事務所内研修会を開催し、指摘事項を報告するとと

もに、積算書チェック体制（積算担当者が相互にチェックする）について徹底するよう周知し

た。併せて、自動化された積算事務の現状を踏まえ、チェック漏れを防止するため、軌道工事

の積算チェックシートを新たに作成し、活用することとした。 

 
（２）金属製建具工事の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東陽町変電所建物改築工事（江東区南砂二丁目４番６号、工期：平成１４．７．１５～平成
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１７．６．２８、請負金額：１０億５，６４７万１００円）のうち、仮設変電所金属製建具工

事の積算について見ると、２箇所のアルミ引違窓(材工共)の単価は、見積りにより行っている

が、内訳書作成時にこの単価の入力を誤って、１箇所当たり１００万円多く計上している。 

このため、積算額約２５５万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１０月３１日及び同年１１月１日に建築工事積算担当者研修会を開催し、指摘の

趣旨を踏まえ、金属製建具工事の積算について、適正に行うよう周知するとともに、再発防止

策として、積算書チェック体制について徹底した。 

併せて、自動化された積算事務の現状を踏まえ、チェック漏れを防止するため、新たに作成

した建築工事の積算チェックシートを活用することを周知徹底した。 

 

（３）真空配管工事に伴う配管材料の単価設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（日）上野駅空調設備改良その他（その２）工事（台東区東上野三丁目１９番６号、工期：

平成１５．１０．８～平成１６．１０．３１、請負金額：１億５，９６０万円）のうち、空調

機のフィルターを掃除するための真空配管工事の積算についてみると、配管材料は、一般的に

積算に使用している刊行物記載の単価が用いられているが、この単価は、１本当たり４ｍの定

尺であり、単価設定に当たっては、１ｍ当たりに換算すべきところ、そのまま用いている。 

このため、積算額約１０３万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１７年１０月１３日付けの文書により、電気部の積算担当者に指摘内

容及びチェック（積算担当者が相互にチェックする）の徹底について周知した。 

併せて、チェック漏れを防止するため、刊行物記載価格から単価設定を行う場合、単位数量

を確認する項目をチェック表に追加し、活用することとした。 

 
（４）建設発生土の有効活用等を促進するため、自由処分について見直しすべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

建設発生土は、処分地の不足に伴い、環境保全及び再利用による資源の有効活用、コスト縮

減が、社会的な課題となっている。 

上野地下歩行者専用道及び上野広小路駐車場建設一工区土木工事ほか８件の工事を見たとこ

ろ、工事から発生する建設発生土について、新線建設の大規模工事を除き、契約においてその

受入先を指定しない自由処分としているが、建設発生土の処理を請負者の自由処分とすると、

受入先の選定が請負者に任され、発注者の責任が不明確となることや十分な利用調整を図るこ

とができないなど、適切な資源の有効活用が困難となることが懸念される。 
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イ 講じた措置の概要 

建設発生土の処分については、東京都リサイクルガイドラインの趣旨を踏まえ、平成１７年

１２月２７日に東京都建設発生土利用調整会議に利用調整の登録を行った。 

    また、平成１８年１月２４日付けの通知文「建設発生土の積算について」により、建設発生

土の処分は、原則指定地処分する旨を工務部内に周知徹底した。 

 

（東京都住宅供給公社） 

 
（５）入金伝票の保管を適正に行うとともに集会所使用料徴収における体制の整備を図るべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

神田支社においては、集会所を備えている団地が６７団地あり、これらの平成１５年度及び

平成１６年度の集会所使用料について、入金伝票を確認しようとしたところ、文書の保存年限

等の基準に関する細則で３年保存と定められているにもかかわらず、廃棄処分されていた。 

また、平成１７年度の使用料（４月～９月）について調べた結果、管内の８団地で誤った請

求を行っており、該当団地の申込件数２８４件のうち１５０件の請求に金額の誤りがあった。 

 
イ 講じた措置の概要 

文書整理を行う際には、保存年限を厳守するよう、平成１７年１２月２１日付けの文書によ

り各職場に対し徹底した。 

    また、誤った料金を徴収していた団地の管理人に対し、改めて料金体系を説明するとともに、

団地別の料金表を配布した。さらに、料金のチェックを徹底するよう指導を行い、体制の整備

を図った。 

 
（６）集会所の管理を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社における集会所の管理についてみたところ、次のとおり不適切な事例が見受けられた。 

①平尾住宅において、集会所建物の一部を有料（月５，０００円）で自治会に事務室として貸

しているが、契約書等の書面を取り交わしていない。②集会所の使用料については集会所管理

要綱に基づき行われているが、多摩川住宅の集会所において同要綱に定められていないキャン

セル料を徴収している事例があった。 

 
イ 講じた措置の概要 

適切な運営を行うため、使用上のルールや禁止事項並びに使用料等を明確にした契約書を作

成し、締結した（平成１８年１月３０日付）。キャンセル料は、居住者が集会所を公平かつ適正

に使用することができるように、住宅ごとに設定したものであるが、現状では、キャンセル料

を廃止しても集会所の適正な管理運営に支障がないものと判断し、当該住宅のキャンセル料を

廃止し、現地の管理人に対し通知した（平成１７年１２月１５日付）。 
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今後は、各住宅の集会所使用状況を注視し、状況に応じてキャンセル料に関する要綱改正の

必要性を検討する。 

 
（７）契約規程に基づいた物品の購入を行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社契約規程第３０条では、随意契約の方法による場合は、原則として２者以上の者から見

積書を徴するものとし、第３１条では、随意契約にするときは予定価格を定めなければならな

いと規定している。しかし、神田支社における、集会所関連の備消耗品類の購入について見た

ところ、２者以上から見積書を徴せず、また、予定価格も設けないまま特定の事業者Ａに対し

て、平成１５年度及び平成１６年度継続して発注している事例があった。 

 
イ 講じた措置の概要 

契約規程に基づき、競争見積りにより契約を平成１８年２月１５日に締結した。 

 
（８）下水道取付管補修工の単価設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

平尾住宅（賃貸・積分・宅分）下水道管補修工事（稲城市平尾２－７４ほか、工期：平成１

６．１１．１～平成１７．７．２５、請負金額：８，２１７万４，０５０円）のうち、家庭内

の汚水を排水させる取付管補修工の単価について見ると、公社の積算基準に定めのない既設管

の内面を被覆補修する特殊な工法を採用しているため、業者の見積りを参考に単価設定してい

る。しかし、この単価は、既設管（長さ７．０ｍ）を補修する材料を４本とすべきところ５本

としたため割高となっており、積算額約６０万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１７年１２月２０日付けの文書により建設・営繕部長から各支社長に

対し｢土木工事起工積算チェックシート｣を活用して確認を徹底するよう通知した。 

また、同日営繕課長会議において、技術管理課長から各支社営繕課長に対し、指摘内容の説

明を行うとともに、業者の見積りを参考に単価を設定する場合の精査の徹底について指導を行

った。 

 

（９）硬質塩化ビニル有孔管の公社材料単価を適正に設定すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（仮称）坂下三丁目賃貸住宅土木工事（板橋区坂下三丁目３１番３号、工期：平成１５．９．

１～平成１６．３．１０、請負金額：１億４，１０３万９，１５０円）のうち、雨水を地下に

浸透させるための雨水排水工事の積算について見ると、硬質塩化ビニル有孔管の材料単価は、

公社として定めたものである。しかし、この単価は、一般的に積算で用いられる刊行物のもの

と比較すると約２倍割高となっているため、本工事を含め、同種工事３件の合計約１５０万円
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が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１０月２８日に技術管理課課内会議を開催し、指摘の趣旨を踏まえた内容の説明

を行うとともに、公社材料単価の設定に際しては、刊行物等を十分に調査、比較の上、適正な

単価設定を行うよう周知徹底した。 

再発防止のため、平成１８年度の単価設定に当たっては、担当者とは別の担当者による二重

のチェックを行うことを徹底した。 

 
（１０）視覚障害者誘導用ブロックの設置について必要な措置を講じるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

「（仮称）坂下三丁目賃貸住宅土木工事」及び「平成１４年度（仮称）志村前野町賃貸住宅土

木工事」の視覚障害者誘導用ブロックの設置状況について見ると、東京都福祉のまちづくり条

例整備基準に適合していない箇所や、障害者の安全な利用が阻害されている箇所等が認められ

た。 

 
イ 講じた措置の概要 

（仮称）坂下三丁目賃貸住宅土木工事においては、平成１８年２月７日に、（仮称）志村前野

町賃貸住宅土木工事においては、同年１月１７日に是正工事を完了した。 

      また、誘導用ブロック設置の指標となる整備基準を踏まえた新たな｢視覚障害者誘導用ブロッ

ク設置マニュアル｣を策定した。 

      さらに、平成１７年１２月１日付けの文書により技術管理課長から計画担当課長及び建設担当

課長に対しマニュアルに基づく業務の徹底を周知した。 

 

 

福 祉 保 健 局 
 

（東京都弁護士国民健康保険組合） 

 
（１）保険料の滞納整理事務を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都弁護士国民健康保険組合における滞納保険料の不納欠損処理手続について見たとこ

ろ、①督促及び延滞金徴収手続規程による期限を指定しての督促を行っていないため、時効が

中断されることなく成立している。②催告や電話による照会など滞納整理に関する記録が、一

部を除いて確認できない。 
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イ 講じた措置の概要 

① 滞納保険料の督促については、平成１８年３月９日に開催した理事会において、督促及

び延滞金徴収手続規程を改正し、督促状の様式を整備した上で、平成１７年度中に全滞納

者に対して送付した。 

② 滞納者に対して行った督促については、台帳を整備し、現在は全ての滞納者に関して記

録しており、時効を把握した上で適正な管理を行っている。 

 
（社会福祉法人河辺保育園） 

 
（２）過大に交付された補助金を返還すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

福祉保健局は、東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助金交付要綱（保育所）に基づき、 

社会福祉法人河辺保育園に対し、法人が経営する河辺保育園の運営等に要する費用の一部を補 

助するため、平成１６年度に２，６８９万円の補助金を交付している。しかし、補助金交付額

の算定状況を見たところ、特別児童扶養手当支給対象児でない児童を誤って手当支給対象児と

して障害児保育事業加算を行ったため、補助金が６万２，０００円過大に交付されている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月２０日付けで実績報告書の再提出を受け、１７福保子支第１４５９号（平成

１８年２月２２日付起案）により額の再確定を行った。過大に交付された補助金については、

同年３月３１日を納付期限として返還された。 

補助対象保育所に対しては、同年２月に送付した平成１８年度サービス推進費補助金当初交

付申請の通知の中で、記入要領を作成し、補助対象の基準を明確に記載し、周知を図った。 

事業実績報告書の審査に当たっては、係内で二重チェック体制をとることにより、審査の適

正を確保する。 

 
（学校法人東京医科大学、学校法人東京女子医科大学） 

 
（３）減価償却費に係る補助対象経費の計上を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京医科大学病院、東京医科大学八王子医療センター及び東京女子医科大学病院の救命救急

センター運営費補助金について見たところ、施設整備費及び設備整備費補助金により取得した

固定資産について、取得に要した費用のうちの設置者負担分に係る減価償却費を対象経費に計

上している。しかし、施設整備費等補助金は、救命救急センターの運営に必要な施設及び設備

の取得に要した経費の１／３を国が、１／３を都が負担し、残りを救命救急センターの設置者

が負担するものであるから、設置者負担分に係る減価償却費について、運営費補助によりさら

に国及び都が負担することは適切でない。 
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イ 講じた措置の概要 

平成１５年度及び平成１６年度分の減価償却費の処理について、平成１８年２月２２日まで

に補助事業者から実績報告書の再提出を受けた。 

また、平成１７年度以降の実績報告の提出についても、事業説明会（平成１８年３月１５日

実施）等を通じて、適正に申請及び報告を行うよう指導し、再発防止を図った。 

さらに、報告書の審査に当たっては、担当者だけではなく、他の者が再度確認する等により、

二重チェック体制をとることで適切な補助金執行に努める。 

 
（財団法人東京都保健医療公社） 

 
（４）契約手続、資産の計上を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東部地域病院は公社財務規程第４３条第１項第１号を根拠に「契約の性質または目的が競争

入札に適さない」として、喫煙コーナー設置等工事契約をＡ社特命による随意契約としている

が、工事の主要部分は中庭の東屋の新設工事であり、指名競争入札による契約を行うべきであ

る。また、東屋設置工事３６０万２，３２６円については、固定資産として計上する要件を満

たしているにもかかわらず、固定資産に計上していない。 

 

イ 講じた措置の概要 

公社本部は契約に当たって、財務規程等に基づき適正に処理するよう東部地域病院を指導し

た。さらに、公社本部は平成１７年１２月２０日に開催した公社用度担当者会において、今後、

適正な事務処理に留意するよう各病院の担当者へ周知徹底した。 

東屋については、固定資産に該当するので、平成１７年４月１日付けで固定資産台帳へ計上

した。 

 

 

産 業 労 働 局 
 

（財団法人東京都中小企業振興公社） 

 
（１）産業廃棄物の処理委託を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社は、食品技術センターにおける「廃液・廃棄物処理委託」契約（契約期間：平成１７．

３．８～平成１７．３．３０、推定総金額：７１万３２５円）を、Ａと締結し、廃液等の収集

運搬及び処分を委託している。しかし、この処理委託について見たところ、①契約に当たって、

Ａが行う収集運搬及び中間処分について、適法な許可を有しているかを確認していない。②Ａ

に中間処分を委託しているが、Ａは、中間処分業者の適法な許可を有していない。③公社が、
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Ａから受領した管理票には、最終処分を行った場所の記載がない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年度の廃棄物処理については、監査の結果を踏まえ、許可を有する処分業者と契約、

管理票の最終処分地の記載を確認する等、適正な処理を行った。今後予定している廃液処理に

ついても適正な処理を行う。 

 
（２）業務委託契約に係る事務処理を適切に行うとともに、過払分に係る補助金の返還を求めるべき

もの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社は、臨海副都心にあるＣビル内に創業支援施設の清掃等管理運営のために、Ｄと業務委

託契約を締結している。しかし、業務委託について見たところ、①平成１７年１月１日から同

施設の管理事務所（４５．７３ｍ２）が清掃の対象外となったにもかかわらず、契約の変更を

行っておらず清掃費５万５，４２２円が過払いとなっている。②業務委託契約書等に清掃区域

を示した平面図が添付されていないため、清掃範囲が明確でない。 

 
イ 講じた措置の概要 

監査の結果を踏まえ、清掃範囲について、業務委託契約書に清掃区域を示した平面図を添付

することにより範囲を明確にした。 

なお、清掃費の過払額について、公社は、平成１８年２月１日に委託先であるＤから返還を

受け、公社は、同年２月２２日に局に対し、過大な補助金の返還を行っている。 

 

（東京都漁業協同組合連合会） 

 

（３）補助事業経費の執行を適正に行うとともに、適切に指導すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

局は、漁協の経営改善等を図るため、東京都漁業協同組合連合会の漁協指導強化対策事業及

び漁協経営強化特別対策事業に対して補助金を交付している（平成１５年度補助金額：１，９

２０万５，０００円、平成１６年度補助金額：１，７１４万円）。 

このうち、経営強化事業については、事業実施団体として、東京都漁業経営指導協会が設置

されている。この協会の事務局は、漁連内に置かれており、事務局部分（賃借料：６．６㎡、

月額１万４，０００円）を漁連から賃借している。 

この賃借料は、漁連が指導強化事業として支払っているが、本来は、協会が、経営強化事業

の一環として、経営強化事業に係る補助金により漁連に対して支払うべきものである。 
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イ 講じた措置の概要 

監査の結果を踏まえ、平成１８年２月２日に協会及び漁連に対し、適正な手続を行うよう指

導した。また、漁連は、補助に係る経費の適正執行について、職員に対し周知徹底を図った。 

 

 

教 育 庁 
 

（社団法人東京都教職員互助会） 

 
（１）より効果的な資金の運用を行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

三楽病院会計における特定預金の資金運用状況について見たところ、３４億１，７８０万余

円のうち２０億２，０５６万余円を普通預金としている。しかし、特定預金は、長期修繕計画

に基づいて病院施設の整備等に用いる資金であり、流動性の確保は必要なく、長期の資金運用

が可能である。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月１９日開催の互助会第４回理事会において、平成１７年財政援助団体等監

査の結果を報告した。同年１２月２０日から特定預金のうちの普通預金について、順次定期預

金への振替えを開始した。平成１８年２月２０日現在、普通預金にあった全ての特定預金の定

期預金への振替えが終了している。 

 

（財団法人東京都生涯学習文化財団） 

 
（２）物品管理事務を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

財団は、教育庁との「東京体育館等の管理運営及び使用料等徴収事務委託」に基づき、受託

事業に使用する物品を保全物品として事業年度当初に庁から受け入れ、同年度終了時に払い出

すとともに、年度内に使用不可能となったものや受託経費で取得したものについて、増減の報

告を行っている。しかし、平成１５年度及び平成１６年度の保全物品に関する書類を見たとこ

ろ、工事及び委託契約により取得した物品について、４９点９３１万余円が報告されていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月１８日、教育庁は、生涯学習文化財団事務局及び各施設に対し、「物品の取

扱要領」に即した事務処理を行うよう指導するとともに、教育庁と財団事務局及び各施設間の

関係を一層綿密にし、チェック体制の強化を図るよう職員に指導した。                  



 - 20 -

 また、今回指摘のあった未報告物品については、同年２月末までに修正報告を受け、備品台

帳及び財産台帳に記載済みである。 

 

 

 

〔平成１７年工事監査〕 
 

都 市 整 備 局 
 

（１）車上注入設備の移動費について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    下水道管敷設工事（１６有－２）（江東区有明二丁目地内、工期：平成１６．１０．１８～平

成１７．４．２８、請負金額：２億７，９０２万４，９００円）のうち、地盤改良工事に伴う

車上注入設備の移動費について見ると、局の積算基準に定められたものがないため、局基準で

設定している固定式の注入設備の移設費を計上している。 

このため、積算額が割高なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月２０日付けで局積算基準に地盤改良工事で使用する車上注入設備の移動費に

ついて設定した。また、局内において、同年２月１３日に技術情報連絡会及び同月２２日に工

事監査情報交換会を開催し、設定内容の周知徹底を図った。 

 
（２）仮設鋼材運搬費の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

交通広場地下駐輪場築造工事（１６汐留－６）（港区海岸一丁目地内、工期：平成１７．３．

７～平成１８．３．１４、請負金額：６億５，９４０万円）のうち、山留工事に使用する仮設

鋼材運搬費の積算について見ると、購入することとしている仮設鋼材について運搬費を計上し

ている。しかし、仮設鋼材の購入は現場渡し価格となっていることから、運搬費は不要である。 

このため、積算額約２３１万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月２９日付けの契約変更により減額是正を行った。 

    局では、積算ミスを防ぐため、平成１８年１月２０日付けで積算基準に仮設材運搬費の計上

に関する注釈を追記した。 

    所では、同年１月２３日に関係係長会を開催し、指摘内容を周知した。また、設計内容を担

当者間でチェックするとともに、設計係長によるチェックを強化し、一層の再発防止を図るこ

とにした。 
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福 祉 保 健 局 
 

（１）トイレブースの単価を適切に設定すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都東村山老人ホーム（Ｈ１６）青葉棟便所Ｃ改修工事（東村山市青葉町一丁目７番１号、 

工期：平成１６．６．２３～平成１６．９．３０、請負金額：１，４８８万８，１６０円）の

トイレブースの単価について見ると、非常時の扉取外し用取っ手の設置等が特別な仕様である

として、見積りを基に設定している。しかし、このトイレブースは、標準的な仕様に多少の加

工を施したものであることから、通常、積算に用いられている刊行物記載の単価を参考に見積

りの精査を十分行い、適切な単価を設定すべきであった。 

    このため、積算額約１５３万円が過大なものとなっている。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年７月１５日及び同年１０月１４日に契約管財課の工事担当者定例会を開催し、業

者からの見積りにより積算を行うに当たっては、定期刊行物を参考として精査を十分に行い、

適切に単価設定するよう周知した。 

なお、実査以後に発注した同種工事については、定期刊行物の単価を参考に見積価格の精査

を行った上で、適切に処理した。 

 
（２）コンクリート工事の型枠の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（仮称）西部一時保護所（Ｈ１６）新築工事（練馬区石神井台三丁目３５番２３号、工期： 

平成１６．１２．７～平成１７．１０．１３、請負金額：１億７，６４０万円）の鉄筋コン

クリート工事の型枠の積算について見ると、本建物は壁式鉄筋コンクリート造であるにもかか

わらず、誤って割高なラーメン式鉄筋コンクリート造としての型枠単価を用いている。 

このため、積算額約２３２万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年７月１５日及び同年１０月１４日に契約管財課工事担当者会を開催し、指摘内容

を踏まえ、コンクリート工事における型枠の積算を適正に行うよう周知した。 

再発防止策として、関係職員の技術力及びチェック能力の向上を図るため、基準類等の研修

会を継続的に行うこととし、同年１１月８日には「営繕積算システム」のテーマについて実施

し、これまでに、仮設、土工事等について行った。 

    今後も担当者定例会や単価改定等に合わせて、研修会を行うことを周知徹底した。 
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（３）建物管理委託の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都立広尾看護専門学校建物管理委託（渋谷区恵比寿二丁目３４番１０号、契約期間：平

成１６．４．１～平成１７.３.３１、契約金額：１,３０８万３,０００円）のうち、設置されて

いる機器（ボイラー、ポンプ、空調等)の運転・監視及び日常点検の積算について見ると、局単

価に台数、日数又は点検回数を乗じて積算している。しかし、積算の基となる単価、台数、期

間等が十分に把握されておらず、多数の誤りが認められた。主なものは次のとおりである。 

① ボイラーは夏季運転を停止しているにもかかわらず、一年間点検を行うとして積算する

など、点検を行う必要がない期間を計上している。  

② 空調機の送風機等、機器が設置されているのに計上を行っていない。また、機器を間違

えて単価を設定している。  

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年１１月３０日に各専門学校の校長会を開催し、監査内容等を報告し、保全管理台

帳を見直した上で設計に当たるなど、再発防止に向けて周知徹底した。 

また、平成１８年度広尾看護専門学校建物管理委託の設計においては、現地確認を実施した

上で保全管理台帳を修正し、これを基に実態に即した積算を行った。 

なお、各専門学校についても、保全管理台帳の見直しを図った。 

 

 

病 院 経 営 本 部 
 

（１）解体工事における電気・機械設備の撤去費について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    旧東京都職員成増住宅解体工事（板橋区成増三丁目３７番、工期：平成１６．９．１４～平

成１６．１２．２０、請負金額：３，６６７万５，２４０円）のうち、電気・機械設備の撤去

費について見ると、分別解体等を行うとして、設備のすべてに改修工事用の局基準を準用し、

新設工費に一定の係数を乗じてその費用を計上している。しかし、局基準は、庁舎の内部改修

などの工事等において、建物躯体に影響を与えないよう慎重に設備の撤去を行うことを想定し

たものであり、解体工事にこの基準を適用するのは妥当でない。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月１日に全１２病院の施設担当係長会を開催し、解体工事における電気・機械

設備の撤去費については、内部改修用の撤去費を適用しないよう周知した。 

今後、同種の解体工事においては、建物躯体と一体的に撤去可能な設備配管等の撤去費を原

則として計上しないこととし、平成１８年３月１日付けの通知文により、各病院の関係者に周

知徹底した。 
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（２）高額機器を含む場合における諸経費の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立墨東病院感染症科外来空調設備改修工事（墨田区江東橋四丁目２３番１５号、工期：平

成１６．８．３１～平成１６．１１．３０、請負金額：９，２００万５，２００円）では、高

額機器（空調機及びフィルターユニット等）に係わる諸経費の低減を行っていない。しかし、

基準では、機械設備工事の現場管理費及び一般管理費等の諸経費は各対象額に定められた率を

乗じて算出し、高額機器（１００万円以上の機器等）に係わる諸経費は定率低減するものとし

ている。 このため、積算額約１１９万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月１日に全１２病院の施設担当係長会を開催し、高額機器を含む工事の諸経費

積算の低減については、本部技術職員による複数チェックを徹底するよう周知した。 

また、再発防止のため、積算チェックシートを整備し、活用することを平成１８年３月１日

付けの通知文により、関係職員に周知した。 

 
（３）給水配管の契約変更及び施工管理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立広尾病院給水本管修繕工事（渋谷区恵比寿二丁目３４番１０号、工期 平成１６．９．１

５～平成１６．１２．２２、請負金額：４２０万円）のうち、給水配管の施工について見ると、

設計ではフランジ付き硬質塩化ビニルライニング鋼管を使用することとしているが、協議によ

り、ねじ込み継ぎ手に変更し施工している。 

    しかし、その差額を積算すると約６９万円の減額が見込まれるが、契約変更を行っていない。 

    また、水道事業管理者の設計審査等の手続が必要であるが、これが行われていない。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月１日に全１２病院の施設担当係長会を開催し、工事施工中に発生した変更事

項については、施工者と十分協議の上、設計変更を行うよう周知した。また、同年７月２８日

に水道事業管理者の設計審査を受け、同年９月２日に同管理者の現場検査に合格した。 

今後は、事前の設計審査及び工事施工中の設計変更について適切に行うよう、平成１８年３

月１日付けの通知文により、各病院関係者に周知徹底した。 

 

 
産 業 労 働 局 

 
（１）設計に当たり建設副産物の処理方法を適切に指定すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

くぬぎ沢林道改良工事（八王子市上恩方町地内、工期：平成１６．１２．１７～平成１７．
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３．２２、請負金額：２８８万７，５００円）の石積取り壊しにより発生する建設副産物の玉

石及びコンクリート塊の処理（計約１３ｍ３）について見ると、発生量が少量であるとして具

体的な処理方法を定めていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年２月２８日付けの契約変更により建設副産物の処理方法を是正した。また、同年

４月２２日森林事務所において、局内及び関係局の林道、治山工事担当者を対象に研修会を開

催し、東京都建設リサイクルガイドラインを所管する担当者から、建設副産物の適正な処理方

法について指導を受け、周知徹底を図った。 

建設副産物の発生については、量の多少に関係なく特記仕様書に処理方法を記載することに

し、「平成１７年度林道設計・積算に関する留意事項」にリサイクル関係の項目を追加した。 

 
（２）施工中の工事請負者に特命随意契約する場合の諸経費調整を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

平成１６年度本宿用水樋門改修工事（付帯施設）（国立市谷保地先、工期：平成１６．１２．

２２～平成１７．３．２４、請負金額：４９８万７，５００円）は、国が発注し、施工中であ

る工事と現場が競合することから、同一請負者に特命随意契約している。このような場合、局

基準では、仮設や現場管理の諸費用が節減されるため、諸経費を調整することになっているが、

本工事ではこれを行っていない。このため、積算額約７４万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年３月１日付けの契約変更により減額是正を行った。 

また、今回の監査結果を十分に踏まえ、平成１８年２月２８日に所内係長会を開催し、国の

工事と関連する特命随意契約工事の積算については、早期に国との調整を図り、諸経費の低減

を行うことを周知徹底した。 

 

中 央 卸 売 市 場 
 

（１）大量に使用するセメントの単価の設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

環状２号線下連絡通路設置工事（その１）（江東区豊洲六丁目地先、工期：平成１６．６．１

６～同年９．２４、請負金額：４億２，４４２万５００円）の地盤改良工事の改良材に使用す

るセメント（約２，８９６ｔ）の単価について見ると、局で定めた標準単価を適用しているが、

局基準では、本工事のようにセメントを大量に使用する場合には、別途定めているより安価な

超大口取引単価を採用することとしている。 

このため、積算額約１２６万円が過大なものとなっている。 
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イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、新たに作成した「工事積算チェックリスト」を活用することにした。 

また、平成１７年５月２４日に中央卸売市場「工事担当係長・維持管理担当者会議」を開催

し、大量に使用する資材の単価設定における留意事項について各担当者に周知した。 

 

 
建 設 局 

 
（１）見積りによる単価設定に当たっては、適正な管理監督の基に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

井住橋撤去工事（江東区東陽五丁目地内から同区東陽六丁目地内、工期：平成１５．１１．

４～平成１８．２．２３、請負金額：４億８，２３６万４，０００円）の橋台等を切断撤去す

るワイヤーソーイング工の単価について、一般的に用いられる刊行物の単価ではなく、現場の

作業帯が狭く、同切断機械の設置が困難であるとして３社の見積りを参考に設定されている。 

    しかし、当見積りは、①担当者任せになっており、見積り依頼は口頭で行われている、②見

積り金額の評価・採用は、主管課長の決裁を受けることなく行われている、③現場が施工困難

であるにもかかわらず、文書による具体的な条件提示を行っていない、④３社とも見積りの提

出の日付がない。など不適正なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１７年１２月１４日に所補修課全体会議を開催し、業者からの見積り

による単価設定に当たっては、適切な管理監督の基に、文書での依頼を徹底すること、見積り

金額の評価・採用に当たっては、複数職員によるチェックを徹底することなどを課内職員に周

知した。また、同日付けで所内設計担当職員に対し、見積りについては担当者任せにせず、局

基準に基づいて手続を行うよう通知した。 

さらに、局では、平成１８年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年

１月３１日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（２）橋脚補強工事に伴う泥土運搬費の単価設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

七枝橋耐震補強工事（橋脚補強）（江東区塩見一丁目地内から同区辰巳二丁目地内、工期：平

成１７．１．１９～平成１８．３．１０、請負金額：３億９，３７５万円）の泥土運搬費の積

算について見ると、運搬単価を１日（運転８時間）１回としているが、作業実態から見ると、

１回の運搬で丸１日を要することはない。運搬実態を考慮して作業時間を基に１ｍ３当たりの

単価を設定し積算すると、約１１２万円が過大なものとなっている。 

また、汚泥吸排車１時間当たりの運転単価について見ると、根拠もなく１．４４倍としたた

め、積算額約１４５万円が過大なものとなっている。  
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イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月９日付けの契約変更により減額是正を行った。 

再発防止のため、平成１７年１２月１４日に所補修課全体会議を開催し、複数職員によるチ

ェックの徹底や、特殊工法を採用する場合における施工実態と局基準との十分な比較検討など

を課内職員に周知した。 

さらに、局では、平成１８年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年

１月３１日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（３）駅舎内装工事における耐火充てん材の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

日暮里・舎人線足立小台駅（仮称）建築工事（足立区小台一丁目地内、工期：平成１７．３．

１～平成１８．３．９、請負金額：４億４，７８２万５，０００円）のうち、駅舎内装工事に

おける耐火充てん材（材工共）の積算について見ると、耐火材の単価を一梱包５１ｍのものを

誤って１ｍとしている。また、数量は高さ寸法２０㎝でよいものを余分に梁の高さ（１．０ｍ

又は２．２５ｍ）まで多く算出し計上している。 

このため、積算額約４，１０１万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月１７日付けの契約変更により減額是正を行った。 

再発防止のため、所は平成１７年９月３０日に「違算対策検討会」を開催し、緊急対策として、

①減額契約変更による実損回避、②他の工事の積算再チェックを実施した。 

また、同年１０月４日に「所の建築工事の違算防止対策について」をとりまとめ、①照査（チ

ェック）責任者の設置、②現場照査・意見交換会等による情報・知識の共有化等、チェック体

制の強化を図ることを、課内関係職員に周知した。 

さらに、局では、平成１８年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年１

月３１日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（４）杭打建設機械分解組立費の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

石神井川整備工事（その１３７）（練馬区石神井町五丁目地内から同区下石神井三丁目地内、

工期：平成１７．１．１１～平成１８．３．９、請負金額：７億１，４００万円）のうち、山

留鋼矢板打設に使用する杭打建設機械の分解組立費の積算について見ると、工期等の関係から

２台使用し、油圧式杭圧入引抜機を現地で据付、解体撤去する際に必要な運転等の費用の算出

において、運転日数を１台当たり１日とすべきところ、誤って２日として計上している。 

    このため、積算額約１３６万円が過大なものとなっている。 
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イ 講じた措置の概要 

平成１８年２月２７日付けの契約変更により減額是正を行った。 

再発防止のため、同年１月１０日に課内係長会を開催し、設計担当者間の相互チェックを徹

底すること、また、工事担当者の視点からもチェックを実施するなどチェック体制の強化を図

ることを周知した。 

さらに、局では、同年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年１月３１

日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（５）クレーン付き台船の拘束費等の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

今井水門門扉改修工事（その６）（江戸川区江戸川四丁目１４番地先、工期：平成１６．４．

   ２８～平成１７．３．３１、請負金額：４億６，１１５万６，８５０円）のうち、門扉等の取

   替え工事に使用するクレーン付き台船（５０ｔ吊）の運転費の積算について見ると、土・日曜

   日に同台船及び船員を待機させておく費用として、同台船の拘束費を計上している。 

    しかし、作業を行わない土・日曜日分については適用すべきではなく、積算額約１，９４１

万円が過大なものとなっている。また、非常時の安全対策として、同台船等を待機させた拘束

費等が未計上となっており、積算額約１，６０６万円が過少となっている。 

 

イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１７年１２月２７日に所課長会を開催し、チェック者が設計者にヒア

リング形式で設計内容を確認するとともに、クレーン台船の積算など設計者の専門外の工種に

ついては、課を越えて専門職員によるチェックを受けることを決定した。同日に水門管理課係

長会、翌日に補修係会を開催して、所課長会の内容について関係職員に周知した。 

さらに、局では、平成１８年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年

１月３１日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（６）工期が６０日未満の工事に係る前払金の取扱い等について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都では、土木・建築工事等について、契約金額に対して一定割合の前払金を支出しており、

また、前払金を支出しない場合は、局の基準で、請負者の調達資金の金利負担を軽減するため、

工事費に係る一般管理費等に一定の比率を乗じて補正を行うことがある。 

ただし、工期が６０日未満の工事については、東京都公共工事の前払金取扱要綱で原則的に

前払金は支出しないこととしている。 

平成１６年度に局が発注した工期６０日未満の土木工事について見ると、全体で４１３件の

うち、①前払金を支出しているもの５件、②前払金を支出せず補正（係数１．０５）している

もの３４５件、③前払金を支出せず補正もしていないもの６３件であり、①と②合せて全体の

８５％も占めている現状は、前払金を支出しないとした都の要綱の趣旨と齟齬
そ ご

を来たしている。 
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イ 講じた措置の概要 

工期６０日未満の工事に係る前払金の取扱いは、「東京都公共工事の前払金取扱要綱」及び

「建設局公共工事前払金実施細目」を踏まえ、適正に実施するとともに、前払金を支払う場合

は、上記細目に基づき起工書に記載することを徹底する。同工事で前払金を支払わない場合の

一般管理費等の率補正は、行わないことで統一する。 

 上記前払金の取扱い及び率補正については、平成１８年３月８日に開催した、局内全事務所

を対象とした基準説明会において説明し、統一的な運用を行うよう周知徹底を図った。 

さらに、一般管理費等の率補正については、同年３月１０日付けの文書により局内通知を行

うとともに、関係局へ参考送付し周知した。 

 
（７）異工種の工事を合併して発注する場合の諸経費の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

水元公園東金町八丁目地区造成工事（葛飾区東金町八丁目地内、工期：平成１７．１．２８

～平成１７．３．３１、請負金額：８１７万７，４００円）のうち、諸経費の積算について見

ると、取り壊す構造物の大半が土木構造物であるため、建物解体工事も一体として土木工事の

諸経費率を適用し、算出している。しかし、局基準では、土木工事と建築工事を合併起工する

場合は、各工事に対応した現場管理費・一般管理費等をそれぞれ計上し、合算することとされ

ている。 

このため、積算額約１３３万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１８年１月３１日に所内工事担当者説明会を開催し、異種工事を合併

して発注する場合における積算の原則等について、周知した。 

チェック体制の強化を図るため、特に、公園管理事務所等に勤務する技術職員については、

設計に当たり疑義が生じた場合には、速やかに管理事務所等を所管する工事課に相談するなど、

技術的な支援を受けるよう周知した。 

さらに、局では、同年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年１月３

１日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 
（８）土砂運搬におけるダンプカー過積載防止について、請負者を適切に指導、監督すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

青山橋耐震補強工事（橋脚補強）その１（港区南青山二丁目地内から同区南青山四丁目地内、

工期：平成１６．９．２９～平成１７．３．３１、請負金額：９，２９２万５，０００円）の

橋脚基礎部より発生する土砂運搬処分について見ると、当現場から中央防波堤内側埋立地スト

ックヤードへ運搬を行っているダンプカー（１０ｔ車）１０４台のうち３７台に過積載が認め

られた。また、過積載防止対策指針には、請負者がダンプカーに備えられている自重計の管理

を行い、搬出車両記録表等を担当部所に提出することと定められているが、実施されていない。 
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イ 講じた措置の概要 

再発防止のため、平成１８年１月１０日に所課長会を開催し、過積載防止について、①請負

業者から監督員に搬出車両記録表を毎月の月初めに提出する。②搬出車両番号と自重計の管理

記録を一週間ごとに提出させる。等を周知した。また、同年１月１１日に翌日に工事課関係係

長会を開催し、請負業者への周知と過積載防止対策の指導を徹底することとし、同日、所長名

で各請負業者に対し、過積載防止対策の徹底について文書により指示をした。 

 さらに局では、同年１月１２日に「平成１７年工事監査に係る局長報告会」、同年１月３１

日に「平成１７年度技術担当課長会」を開催し、再発防止の注意喚起等を行った。 

 なお、同年３月１６日付けの文書により、局内工事関係部署に対し過積載防止対策指針に基

づく取組の徹底について通知した。 

 

 
港 湾 局 

 
（１）保守点検業務委託の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    平成１６年度「しゅんえい丸」障害物探査装置ほか保守点検整備委託（港区港南三丁目９番

５６号、契約期間：平成１６.４.１～平成１７.３.３１、契約金額：３９９万円）の積算は、次

のとおり実態と整合していない。 

    ① 障害物探査装置の障害対応の積算では、二人が１日作業（８時間）１２回としているが、

作業報告票によると実際に行われていたのは、１日程度の作業が５回、半日程度の作業が

６回、１人で半日程度の作業が１回である。 

    ② 潮位測定装置の障害対応の積算では、障害対応１２回として計上しているが、報告書を

見ると障害対応作業は２回だけ行われ、その他は点検作業である。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月９日の所内課長会において、適正な見積依頼及び特記仕様書のチェックにつ

いて周知徹底した。また、平成１８年３月９日の局内技術系課長による技術連絡調整会議にお

いて、業者からの見積りによる積算を適正に行うよう周知徹底した。 

平成１７年度業務委託の障害対応作業については、実態に応じて実施した作業回数等に基づ

き変更協議を行い、平成１８年３月９日付けで契約変更等を行った。 

平成１８年度の業務委託の積算に当たっては、所管課長の承認を受け見積依頼を行い、その

見積りを実績等に基づき精査した。 
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水 道 局 
 

（１）沈でん池の排水弁の単価設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

朝霞浄水場沈でん池（Ｇ群）弁類補修工事（埼玉県朝霞市宮戸一丁目３番１号、工期：平成 

   １６．１０．２１～平成１７．３．２３、請負金額：１億１，８１２万５，０００円）のうち、

排水弁（口径５００㎜ ８台、口径２５０㎜ ２台）の取替えの積算について見ると、設計図

で示されている排水弁（フランジレス形バタフライ弁）は、局単価がないため見積りにより単

価を設定する必要があったが、誤って割高な類似（フランジ形バタフライ弁）の局単価とした。 

    このため、積算額約１９０万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年６月９日に局内設備設計担当部署の係長を対象とした工事調整会議を開催し、指

摘内容を周知の上、実務者へ採用機器価格と設計仕様の整合を徹底するよう指示した。 

また、同年８月１２日の局内設備設計担当者会議、同年１０月２６日の局内設備設計審査担

当者連絡会において、指摘事項の再発防止を徹底するよう周知した。 

なお、同年８月２４日、設計審査チェックシートに「採用機器価格と設計仕様は整合が取れ

ているか。」の項目を追加し、再発防止を図ることにした。 

 
（２）水道用管弁類材料の見積りによる単価設定を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    （仮称）開発・研修センターフィールド整備工事（世田谷区玉川田園調布一丁目１９番１号、 

   工期：平成１６．１２．２０～平成１７．８．３１、請負金額：８億９，９１０万４，５００

円）のうち、水道用管弁類材料の一つであるストレーナφ１５０の単価設定について見ると、  

見積りにより設定を行っているが、誤って見積り査定額の１０倍としている。 

    このため、積算額約３０６万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月２２日付けの契約変更により減額是正を行った。 

再発防止策としては、同年８月９日に案件起工チェックリストを改定し、「案件中に見積り

金額はあるか。単価入力は適正に行われているか。」の項目を追加した。 

同日、局内の支所配水課設計係長を対象とした設計係長会を開催し、起工審査の際、案件起

工チェックリストを活用し、見積り結果の一覧表を添付して、チェックを複数（係長、起工担

当）で行うよう周知徹底した。 
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（３）次期工事との施工範囲を明確にし、シールド工事の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

八王子市千人町一丁目～緑町間送水管（１，５００㎜）用立坑及びトンネル築造工事（工期：

平成１６．６．１０～平成１８．８．２３、請負金額：１４億６，９８２万１，５００円）の

うち、シールド工事における坑内整備工及び水替え工について見ると、本工事の工事費に加え

て、次期工事（トンネル内配管工事）の坑内整備工及び水替え工の工事費が計上されている。 

    このため、積算額約８２５万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年５月３０日付けの契約変更により減額是正を行った。 

同年８月２５日に施設部内の課内全体会議を開催し、工事費の二重計上防止などを図るため、

次期工事との施工範囲を明確にすること、チェックシートの活用を徹底することについて周知

するとともに、同様の設計を担当している建設部にも通知した。 

また、建設部では、同年１０月３日に施設部合同の設計係長会を開催し、関係職員に周知徹

底を図った。 

 
（４）諸経費の積算における工種区分の適用を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

豊住給水所耐震補強及び送水管（１０００㎜～７００㎜）新設並びに配水本管（７００㎜）

布設替工事（江東区東陽六丁目１番地、工期：平成１７．５．１６～平成１８．７．３、請負

金額：３億６，２２５万円）のうち、諸経費の積算における工種区分を見ると、配管工事を主

要工種とし、水道工事（２）を適用している。 

しかし、局基準によると、諸経費の工種区分は、諸経費の対象額が大きい方の工種区分を適

用するとしているため、本工事のように、配水池の耐震補強工事の対象額が約７５％を占めて

いる場合の工種区分の適用に当たっては、水道工事（３）とすべきである。 

このため、積算額約１，１４２万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月１３日付けの契約変更により減額是正を行った。 

また、再発防止のため、起工時の課内審査及び課外審査に使用しているチェックリストを改

定し、「諸経費の算定に用いる工種区分は適正に選定されているか。」の項目を追加した。 

同年７月２１日に建設部及び施設部合同の設計係長会を、同年１２月１２日に合同の工務・

工事係長会を開催し、指摘趣旨を周知するとともに、同チェックリストを活用するよう徹底し

た。 
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（５）水道工事における特命随意契約の諸経費調整を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

練馬区南田中一丁目地先から同区南田中四丁目地先間配水本管（１２００㎜）移設工事（練

馬区南田中一丁目２２番地先から同区南田中四丁目９番地先間、工期：平成１６．１２．２７

～平成１８．３．２３、請負金額：３億４，１２５万円）は、街路工事との同時施工となるこ

とから、工期の短縮、円滑かつ適切な施工を確保するため、施工中の工事の請負者に、諸経費

調整のうえ特命随意契約している。 

    しかし、現場管理費及び一般管理費等について見ると、両方の工事を合算した額から算出さ

れた金額を諸経費の対象額に加算すべきところ、誤ってそれぞれ単独工事として算出した金額

を諸経費の対象額に加算している。 

このため、本工事の積算額約２４５万円が過大なものとなっている。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月８日付けの契約変更により減額是正を行った。 

また、特命随意契約の諸経費調整方法について、積算システムを改善するとともに、積算基

準には同諸経費調整に係る明確な記述を追記し、同年６月１７日に局内の関係者に通知した。 

さらに、同年７月２１日に建設部及び施設部合同の設計係長会を開催し、指摘の趣旨につい

て周知を図るとともに注意喚起を行った。 

 
（６）工事広報板の設置について請負者を適切に指導、監督すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

三園浄水場高度浄水施設築造工事（板橋区三園二丁目１０番１号、工期：平成１６．３．１

６～平成１９．３．９、請負金額：６０億１，６５０万円）のうち、工事に対する理解と協力

を得るため設置する工事広報板について見ると、既に工事着手から１年以上を経過し、オゾン

接触池及び活性炭吸着池のコンクリート打設工事が進行、浄水場内に工事車両が多数出入りし

ているにもかかわらず、監査日（平成１７．５．３１）現在、設置されていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年７月２日、三園浄水場正門に工事広報板を設置した。 

また、同年６月２日、建設部及び施設部内の関係者に文書通知を行い、工事着手後は速やか

に工事広報板を設置するよう、請負者を適切に指導することを周知徹底した。 
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下 水 道 局 
 

（１）天井下地の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    矢口ポンプ所増設その１３工事（大田区矢口三丁目３３番地、工期：平成１６．８．３０～

平成１７．９．２２、請負金額：６億４，６２５万４，０００円）のうち、内部仕上げの軽量

鉄骨天井下地の積算について見ると、局基準では、天井ふところが深い場合は、振れ止めのた

めの補強費を計上することとし、単価を定めている。しかし、本工事では、補強費として局基

準にない下地面積の加算を行っている。 

    このため、積算額約９３万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月２３日付けの契約変更により減額是正を行った。 

局では、同年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣旨を踏

まえ、天井下地の積算を適正に行うよう、関係職員に周知した。 

担当部署では、再発防止を図るため、同年７月２７日課内係長会及び同年８月２６日課内チ

ェック担当者会を開催し、チェックの徹底及び新たに作成した天井下地の積算基準解説を活用

することを周知した。 

 
（２）泥濃式推進工事の機械器具損料を適正に計上すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    環状６号線道路整備事業に伴う新宿区西新宿四丁目付近管渠改良工事（工期：平成１６．６．

１４～平成１７．３．２４、請負金額：２億６，１１３万５，０００円）のうち、泥濃式推進

工事における機械器具損料の積算について見ると、①管推進工において、機械器具損料を二重

計上しているため、約６，２７３万円が過大となっている。②発進、到達立坑の用地にそれぞ

れ使用期間の制限があるため、必要となる日数分の機械器具損料が計上されていないことによ

り、約２，２５５万円が過小となっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

局では、平成１７年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、泥濃式推

進工事における機械器具損料を適正に計上するよう、関係職員に周知した。 

所管部では、同年６月１６日に各管理事務所設計担当者会議を開催し、再発防止に向け、チ

ェック体制の強化を図り、適正な積算を行うよう関係職員に周知徹底した。 

当管理事務所では、同年７月４日～７日に所内設計担当者を対象とした職場研修を開催し、

新たに作成した設計チェックシートの活用及びチェック者を専任とする役割分担の明確化等の

チェック体制の強化を図ることを周知した。 

 



 - 34 -

（３）シールド工事における配管損料の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

    世田谷区上馬四、五丁目付近枝線（雨水調整池）その３工事（世田谷区駒沢二丁目、弦巻二

丁目、工期：平成１７．３．１５～平成１８．９．１３、請負金額：８億７，８８５万円）の

うち、シールド掘進に必要な配管設備工の配管損料（給水用管φ６５㎜、排水用管φ１００㎜、

添加材用管φ６５㎜）について見ると、局単価では１００ｍ当たりとされているところを誤っ

て１ｍ当たりとしたため、積算額約２，６２５万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月１３日付けの契約変更により減額是正を行った。 

局では、同年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣旨を踏

まえ、シールド工事における配管損料の積算を適正に行うよう、関係職員に周知した。 

担当部署では、同年８月３１日に開催した、課内情報連絡会において、チェックシートを十

分活用するとともに、再発防止のため、チェック担当者の役割分担の明確化等、チェック体制

の強化を図ることを周知した。 

 
（４）特殊泥濃推進工法における高濃度泥水の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

板橋区板橋一丁目、豊島区池袋本町二丁目付近再構築二次覆工工事（板橋区板橋一丁目ほか、

工期：平成１６．７．２０～平成１７．７．２８、請負金額：２億４，６７５万円）のうち、

特殊泥濃推進工法による鉄筋コンクリート管布設工（内径８００㎜、延長約９５ｍ）の積算に

ついてみると、泥水管理工の高濃度泥水１ｍ３当たりの水量を０．９４２６ｍ３（９４２．６㎏）

とすべきところ、誤って９４２．６ｍ３としている。 

このため、積算額約４７６万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年７月１４日付けの契約変更により減額是正を行った。 

局では、同年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣旨を踏

まえ、特殊泥濃推進工法における高濃度泥水の積算を適正に行うよう関係職員に周知した。 

担当部署では、再発防止を図るため設計図書チェックリストの活用及び複数人によるチェッ

クを徹底して行うことについて、同年６月２９日付けの通知文及び同年７月１１日に開催した

課内会議により関係職員に周知徹底した。 

 

（５）鉄筋コンクリート工事の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

落合職員住宅改築工事（新宿区上落合一丁目２番１８号、工期：平成１７．１．１８～平成

１８．２．２０、請負金額：６億１，４１４万２，９００円）のうち、鉄筋コンクリート工事
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の積算について見ると、単身者用住戸部分の床の面積を誤り、鉄筋、コンクリート及び型枠の

数量を多く計上している。このため、積算額約１４６万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年１月１１日付けの契約変更により減額是正を行った。 

局では、平成１７年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣

旨を踏まえ鉄筋コンクリート工事の積算を適正に行うよう、関係職員に周知した。 

担当部署では、数量積算を適正に行うため、新たに作成した設計チェックシートの活用を関

係職員に周知徹底した。 

 
（６）光ファイバーケーブル敷設工事の諸経費算出における市街地補正を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

新砂ポンプ所～若洲ポンプ所間外２施設間光ファイバーケーブル敷設工事（江東区新砂三丁

目、東雲二丁目、工期：平成１６．１０．１３～平成１７．１．２１、請負金額：８４０万円）

のうち、共通仮設費及び現場管理費の積算について見ると、局基準によれば市街地補正の規定

がないにもかかわらず、誤って補正を行っている。 

また、同種の工事１１件についても、同様な誤りが認められた。このため、本工事の積算額

約２７万円を含め１２件の合計約８６８万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

局では、平成１７年６月２７日付けの事務連絡により光ファイバーケーブル工事においては、

市街地補正を行わないことを関係職員に通知した。 

同年７月１日、同工事の積算では、市街地補正ができないように積算システムを改善した。 

また、同年１０月改定の積算基準に市街地補正を行わないことを明記し、同年１１月２１日

～２９日に実施した積算基準類説明会において、関係職員に周知した。 

 
（７）解体工事における共通費の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

落合職員住宅Ａ・Ｂ棟解体工事（新宿区上落合一丁目２番１８号、工期：平成１６．９．２ 

～平成１６．１２．８、請負金額：２，８１４万円）おける共通費の積算について見たところ、

①共通仮設費では、算出の基となる対象額を過小とし、率は局基準より低いものを用いている。

② 現場管理費では、対象額を過大とし、率は低いものを用いている。などの誤りがあった。 

    このため、積算額約１６２万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

局では、平成１７年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣

旨を踏まえ、解体工事における共通費の積算を適正に行うよう関係職員に周知した。 
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また、担当部署では、チェック機能の充実を図るため、共通費計算が容易にチェックできる

新たに作成した手順フロー図と計算シートを活用することを関係職員に周知徹底した。 

 
（８）下水道管渠移設に伴う仮設工事の契約変更を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

環状第８号線街路築造工事に伴う練馬区南田中四丁目付近管渠改良その４工事（練馬区南田

中四丁目地先、工期：平成１６．５．１１～平成１７．３．３１、請負金額：４，９５８万３，

１００円）のうち、下水道管渠移設に伴う仮設工事の設計について見ると、街路築造工事の進

捗に合わせ必要に応じて工事用通路を確保できるよう路面覆工を設置し、山留工は鋼矢板工法

で施工することとしていたが、詳細に工程を調整した結果、路面覆工は設置する必要がないと

して、より経済的な軽量鋼矢板工法に変更している。 

    しかし、契約変更手続きを行っておらず、積算額約４４２万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

局では、平成１７年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣

旨を踏まえ、仮設工事の契約変更を適正に行うよう、関係職員に周知した。 

担当部所では、再発防止を図るため、同年９月１２日、１５日、２６日に設計・施工担当者

を対象とした職場研修を実施し、新たに作成した現場チェックリストにより設計と施工の整合

を確認して契約変更を適正に行うよう、関係職員に周知徹底した。 

 
（９）道路管理者と調整を図り、道路工事に伴う管渠補修工事の契約を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

道路工事に伴う管渠補修工事（墨田区押上二丁目１番ほか、工期：平成１７．２．４～平成

１７．２．１６、請負金額：３６７万５，０００円）の施工時期について見ると、産業廃棄物

管理票（マニフェスト）では、平成１７年１月７日から同年１月２８日にアスファルトコンク

リート塊等の運搬処分を行っているが、当該工事は同年２月３日に請負契約を締結しており、

事後契約となっている。 

    これは、道路管理者との連絡調整が不十分なことによる設計条件の把握の遅れ等が主な原因

であるが、平成１６年度に発注された２７件についても同様な事実があった。 

 

イ 講じた措置の概要 

局では、平成１７年１１月２１日～２９日に実施した積算基準類説明会において、指摘の趣

旨を踏まえ、適正な事務処理を行うよう、関係職員に周知徹底した。 

所管部では、管渠補修工事の事務処理フローの徹底について、同年９月２６日付けで、関係

職員に通知した。 

また、新たに、道路調整会議等における道路工事情報収集から管渠補修工事施行に至るまで

の進行状況を記した進行管理シートを活用して適切に管理することを同年１１月７日付けで、
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関係職員に周知徹底した。 

さらに、２３特別区の道路管理者に対して、平成１８年１月２０日付けで、道路工事の施工

通知を速やかに行うよう依頼した。都の道路管理者へは、平成１７年８月１日に同内容の協力

要請を行った。 

 

 
教 育 庁 

 
（１）ＬＡＮ配線の数量を精査し積算を適正に行うべきもの  

ア 監査結果の内容（要約） 

校内ＬＡＮ敷設工事（都立深沢高等学校 世田谷区深沢七丁目３番１４号、工期：平成１７．

１．２６～同年３．３１、請負金額：２４３万６，０００円）のＬＡＮ配線の積算について見

ると、配線数量３，６００ｍに庁の単価を乗じて算出している。 

しかし、この配線数量は、業者の見積りを基にした数量であり、設計図面から算出した数量

約１，７２６ｍと大きく異なる。このため、積算額約８１万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

学校における工事を主管する営繕課において、平成１７年１０月１８日及び１２月２日に課

会を開催し、今後は学校配付工事について、内容を複数のチェックにより精査し、積算を適正

に行うよう職員に周知した。学校においては、同年１１月２４日に事務室会議を開催し、今後

起工する工事内容等に疑義の生じた場合、必ず営繕課に報告・相談するとともに、内容の確認

を徹底するよう職員に周知した。 

また、平成１８年１月２７日、平成１７年度中に同種の工事を起工する学校１２校に対して、

指摘事項を踏まえ、積算数量に誤りのないよう周知した。 

 
（２）駐輪場設置工事の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立武蔵村山高等学校（１６）借地用地返還に伴う整備工事（武蔵村山市中原一丁目７番地

１、工期：平成１７．１．２８～平成１７．３．１４、請負金額：１，００９万２，６００円）

のうち、駐輪場設置工事の積算について見ると、柱の間隔１スパンが２．４ｍであるにもかか

わらず、誤って１．２ｍとして算定し、４７スパンとすべきところ、９１スパン分として、材

料費を計上している。このため、積算額約１００万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１０月１８日及び同年１２月２日に工事を主管する営繕課の課会を開催し、指摘

内容を踏まえ、再発防止のため、設計から積算までの段階において複数によるチェックを徹底



 - 38 -

し、積算を適正に行うよう周知した。                           

さらに、平成１８年２月７日に営繕課土木担当者会を開催し、新たに作成したチェックシー

トの活用を周知した。 

 
（３）耐震補強工事における型枠の積算を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立品川ろう学校（１６）耐震補強その他改修工事（品川区南品川六丁目１５番２０号、工

期：平成１６．６．２２～平成１６．１０．２９、請負金額：１億６，４４３万円）における

無収縮モルタル注入工のうち、注入用型枠の積算について見ると、型枠単価は両面当たりのも

のであるにもかかわらず、誤って片面当たりの数量をそのまま計上したため、２倍の費用とな

っている。このため、積算額約３４０万円が過大なものとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１０月１８日及び同年１２月２日に工事を主管する営繕課の課会を開催し、指摘

内容を踏まえ、耐震補強工事における型枠の積算を適正に行うよう周知した。 

再発防止策として、新たに同一係内職員による再チェックを行う体制とし、さらに、耐震補

強工事の積算においては、積算チェックリストの見直しを行い、活用することを課内関係職員

に周知徹底した。 

 
（４）空調用フィルタの交換に当たり施工管理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都立晴海総合高等学校及び東京都立短期大学システム経営学科設備保守委託（中央区晴

海一丁目２番１号及び同番２号、契約期間：平成１６．４．１～平成１７．３．３１、契約金

額：３，９３７万５，０００円）のうち、空調設備の点検保守における空調用フィルタの交換

について見ると、特記仕様書では、空調機器４９９台のフィルタを交換することとしている。 

しかし、１２台分については作業完了報告書によって履行の確認が行われているものの、他

の分については報告書の提出もなく、履行確認のないまま支払いが行われている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１１月８日の都立学校長を集めた校長連絡会及び同年１１月１０日の事務室

長・事務長を対象とした事務事業連絡会において、指摘内容の確認と注意点について周知徹底

を図った。                                                                    

平成１７年度契約の履行確認は、(1)フィルタの交換場所、数量、実施予定日等を記載した

作業予定表による確認、(2)実施に当たり、①納品に立会い、交換数量を確認、②現場立会い

若しくは写真により交換作業を確認、③交換後の発生材搬出の確認、(3)交換場所、数量、作

業実施日等を記載した作業完了報告及び施工写真による確認を行った。 
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（５）工事の目的に沿って適切な設計・施工を行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立千歳丘高等学校（１６）天井ネット改修工事（世田谷区船橋三丁目１８番１号、工期：

平成１７．１．２８～同年３．１４、請負金額：７１５万６，８００円）においては、衝突時

の安全対策として、支柱に危険防止のためのウレタンマットが巻かれているが、安全上より問

題と思われる支柱に取付けられたウインチには、何の措置も講じられておらず、中途半端なも

のとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年同校校庭改修工事により、ウインチにカバーを取り付け、是正を行った。  

また、同年１０月１８日及び１２月２日に工事を主管する営繕課の課会を開催し、指摘内容

の確認と注意点について周知を図った。                          

さらに、平成１８年２月７日に営繕課の土木担当者会を開催し、指摘内容を踏まえ、工事の

目的に沿った設計・施工を行うよう周知徹底した。 

 
 

警 視 庁 
 

（１）交通信号工事（ＬＥＤ化）の設計委託の積算基準及び発注方法等について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

交通信号施設工事設計委託（灯器のＬＥＤ化）（大井環七第一交差点ほか、契約期間：平成

１６．６．１４～同年７．３０、契約金額：７３２万９，０００円）のうち、埋設物調査等（埋

設物調査、地下線通線調査、電力等引込調査）の積算について見ると、庁の基準により交差点

２０箇所当たり７人の労務人員を計上しているが、平成１６年度に発注した本設計委託を含む

１９件中、１０件で埋設物調査等が行われていない。仮に、本設計委託において、同埋設物調

査等を行う必要がないとして積算していれば、約１７２万円が縮減できる。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年度からは、設計委託を発注する段階で、信号柱の交換に伴う埋設物調査の必要箇

所数を信号柱の設置年度等から算定し、設計図書に明記した上で発注する。 

なお、数量の変更があった場合は、契約変更等で処理する。  

また、埋設物調査費については、その箇所数に応じて別途積上げるよう、平成１８年３月６

日付けで積算基準を改定し、関係者に周知した。  
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〔平成１７年各会計定例監査〕 
 

総 務 局 
 

（１）契約事務手続を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

大島支庁は、「大島園地施設浄化槽保守点検ほか清掃委託」について、園地を北部地区と南部

地区とに分けて、２件の契約とし、それぞれ予定価格を積算している。 

しかし、北部地区及び南部地区で設置している浄化槽のうち、同一の形状である合併処理浄

化槽の予定価格について、単価の設定が同一でないことが認められた。 

 
イ 講じた措置の概要 

予定価格については、規則及び積算基準に基づき合併浄化槽及び浄化槽の管理費用を積算し、

庁としての予定価格を決定した。その決定に当たっては、関係各課の庶務担当係長及び担当者

で構成する検討会を３回開催して協議・検討を行い、平成１８年度起工分より適用した。  

今後とも、規則に基づき、適正な契約手続に努めていく。   

 

（２）船客待合所における適切な清掃委託について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

大島支庁は、元町港及び岡田港の船客待合所の清掃を業務委託により実施しており、トイレ

は２港とも毎日、窓ガラスは２港とも月 1 回、待合所は、元町港が毎日（３６５日）、岡田港

が隔日（２１４日）で清掃を行っている。 

ところで、大島支庁では、①平成１６年度における船の就航状況は、在来船、高速ジェット

船とも、岡田港の方が、元町港より多い。②来島者は、平成６年度に対し、平成１６年度は１

７万９，２５０人（４０．２％）減少している、という状況変化があるにもかかわらず平成６

年度以降、十年余にわたり、清掃委託の見直しを行っていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

各港の船舶の就航日数や船客待合所の使用許可状況を調査した後、平成１７年１１月１７日

に大島支庁港湾課担当係長会で確認した。 

大島、利島の船客待合所における清掃の基準を前年運航実績により作成した。 

（基準内容） 

① 就航日数により清掃回数を毎日、２日に１回、月１０日の３段階に分ける。 

② イベント等の開催日や７・８月は毎日清掃とする。 

③ 大島で就航数１６０未満（元町８０、岡田８０）、利島で８０未満の月は、就航日数により

毎日清掃となった月でも、２日に１回の清掃とする。 

今後は、上記の基準に基づき、清掃委託の仕様書を作成する。 
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都 市 整 備 局 
 

（１）契約に係る事務を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

多摩ニュータウン整備事務所における契約台帳について見たところ、契約金額、契約年月日、

履行期限等に記載漏れが多数あり、契約に係る事務処理の記録整理が適正に行われていないこ

とが認められた。また、物品の購入等をはじめとする個々の契約に係る書類についても、事案

決定日が明記されていないもの、決定権者の押印がされていないものなどが見受けられた。 

 
イ 講じた措置の概要 

契約に係る事務について、東京都契約事務規則、委任事務規則、文書管理規則、物品管理規

則等との検証を契約案件ごとに的確に実施するよう平成１７年９月６日に管理係全員を集め注

意した。 

また、同年９月７日の講評の後には所全員を集め、監査結果についての周知徹底を図った。 

その結果、同年１１月１７日に実施した、多摩ニュータウン整備事務所の自己検査において、

適切な事務処理に努めていることを確認した。 

 

 
病 院 経 営 本 部 

 
（１）診療報酬の請求を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

各病院における診療報酬の請求、返戻、査定減に係る事務処理を見たところ、次のとおり、

是正・改善を要する事例が見受けられた。 

（ア）清瀬小児病院では、再審査請求することが保険診療委員会で決定されている５２件につい

て、長期間にわたり再審査請求が遅れている。 

（イ）梅ヶ丘病院では、再審査請求することが保険診療委員会で決定されている９件について、

長期間にわたり再審査請求が遅れている。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア）指摘の５２件のうち、４８件については平成１８年２月までに再審査請求を行った。 

残りの４件については、保険診療委員会（平成１８年３月２９日までに実施）において、

再審査請求を行わないことを決定した。 

（イ）指摘の９件分については、平成１７年１０月１４日付けで再審査請求を行った。 
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（２）履行確認を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（ア）（イ）（ウ） 

大塚病院、松沢病院及び八王子小児病院はＡと医事業務等の委託契約（契約期間：平成１６

年４月１日～１７年３月３１日）を締結している。契約仕様書によれば、原則として年 1 回、

受託業者は、病院と協議して、入院・外来共取扱患者のレセプトを抽出し、診療報酬の請求漏

れ調査を行うこととしている。 

しかし、３病院では、請求漏れ調査を完了していないにもかかわらず、すべての履行があっ

たものとして委託料を支出している。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア）大塚病院における平成１７年度の精度管理調査については、電子カルテシステムから平成

１７年５月分の入院２０３件、外来１，１５９件を抽出して実施し、平成１８年１月１０日

に精度管理調査結果報告書を受理した。 

（イ）松沢病院における平成１７年度の精度管理調査については、平成１７年９月分レセプトよ

り入院１００件、外来３４７件を抽出して実施し、平成１７年１１月３０日に精度管理調査

報告書を受理した。 

（ウ）八王子小児病院における平成１７年度の精度管理調査については、外来は平成１７年６月

分の２１０件、入院は平成１７年１２月分の２１件をレセプトより抽出して実施し、平成１

８年３月８日に報告書を受理した。 

 
（３）委員会の設置の趣旨を踏まえ、適切に運営すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

病院における製品指定等委員会（医療器械等の選定及び仕様内容並びに製品指定などを行う

委員会）、指名競争入札等業者選定委員会（厳正かつ公正に入札の参加者又は特定の相手方を選

定するための委員会）の開催状況を見たところ、府中病院では製品指定等委員会（府中病院に

おいては「仕様書策定委員会」と称している。）を３２回開催しているが、審議方式の開催は１

回だけ、また、指名競争入札等業者選定委員会は５１回開催しているが、審議方式の開催は２

回だけで、他はすべて回付協議によっている。回付協議においては、回付協議のため文書は作

成しているものの事務局の提案に対し、全案件に１度も意見を付すことなく全委員が押印して

おり、両委員会が設置要綱の趣旨に反し形骸化している。 

 
イ 講じた措置の概要 

仕様書策定委員会は４回（平成１７年６月、８月、１０月及び平成１８年１月）開催したが

全て会議方式で行った。また、業者選定委員会については、平成１８年２月１日付けで要綱を

改正し、委員の人数を厳選するなどの変更を行い、会議方式で開催しやすいようにした。要綱

改正後、平成１８年２月に５回開催したが全て会議方式で行った。 
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中 央 卸 売 市 場 
 

（１）類似業務の契約を統合して事務の軽減等に努めるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

中央卸売市場では、消防施設の保守点検について、設備を所管する事業部が「世田谷市場ほ

か７市場の消防設備定期点検保守委託」（契約金額１，０９７万５，６５０円）の契約を結んで

いる。また、消火器については備品を所管する管理部が「築地市場ほか１０市場の消火器点検

委託」（契約金額２２５万７，５００円）の契約を結び、別々に実施している。 

しかし、この２つの業務は、施工する業者の業種が同じであり、実施時期も両業務を同時に

行うことが出来ることから、通常は同一の保守点検業務として行われているものである。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年度「中央卸売市場消防設備定期点検保守委託」を「消火器点検委託」を含めて起

工（平成１７年１２月２８日決定）し、財務局に契約の締結依頼をした。 

 

 
交 通 局 

 

（１）行政財産の使用許可に伴う使用料の算定を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

資産運用部では、軽飲食店等の専門店舗の設置（以下「構内営業」という。）を推進しており、

構内営業の実施に当たっては、Ａに対して駅構内の使用許可を行い、また、Ａは基本構造工事

を行った上で、専門店舗を経営する業者に業務委託を行っている。 

構内営業の平成１６年度使用料算定について見たところ、構内営業受託業者の売上月額に一

定歩合を乗じた額を算出し、その額から工事費等のＡが支出した必要経費を差し引いた額を毎

月の使用料としているが、工事費として認定した額について、資産運用部はＡから聴き取りを

行っているのみで、その工事費が適切なものであるかを確認できる証拠書類は徴していない。 

 
イ 講じた措置の概要 

工事費の認定については、平成１８年３月より、証拠書類の提出をもって行う旨を使用許可

書に明記した。 

 
（２）都電の貸切りに係る取扱いを適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

荒川電車営業所は、東京都電車条例施行規程（昭和３９年交通局規程第３７号）に基づき都

電の貸切運行を行っているが、この取扱いについて見たところ、貸切乗車券の発売及び払戻手
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続を行っていないなどの規程に基づかない不適正な取扱いとなっている。 
 

イ 講じた措置の概要 

割引団体の取扱いや払戻手続について、規程に基づく適正な取扱いの実施を行う旨、平成１

７年８月２０日に、所長が文書により指導を行い、正規の手続の徹底を図っている。 

 
 

水 道 局 
 
（１）水道及び下水道料金の減額に係わる事務処理を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

社会福祉施設の水道料金下水道料金減額申請に係る事務処理について、次のとおり適切でな

いものが見受けられた。 

（ア）板橋北営業所では１４件の申請書が保管されていない。また、減額適用可否に対する福祉

保健局による回答が付されていないものが４件ある。 

（イ）北営業所では３件の申請書が保管されていない。 

（ウ）中野営業所では、減額適用可否に対する福祉保健局による回答が付されていないものが１

５件ある。 

 

イ 講じた措置の概要 

（ア）（イ）（ウ） 

平成１７年４月１９日、営業所営業係職員を対象とした説明会を開催し、社会福祉施設に係

る減額適用について適切な処理を行うよう指導した。 

さらに、平成１７年５月１７日付けの各営業所長あて文書により、監査指摘を十分踏まえ適

切な処理を行うよう通知し、職員へ周知した。 

指摘案件については、平成１７年９月１４日付けの文書により、福祉保健局へ照会を行った

が、照会項目等の整理が必要となったため調整を行った。 

平成１８年２月に調整が完了し、全ての社会福祉施設の文書照会を行い、福祉保健局から確

認済の回答を受けた。 

 
（２）林道の管理を適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

水源管理事務所は、良好な森林の保護・育成、安定した河川流量の確保などのため、２万１

千ｈａ（区部面積の３５％）を超える水道水源林を管理している。この管理の一環として、林

道の開設及び管理を行っている。しかし、所は、民間事業者から譲与を受けた林道及び自ら設

置した林道（２万９，０３３ｍ）を所有しているが、固定資産に計上していない。 
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イ 講じた措置の概要 

本件指摘の林道の固定資産計上について、固定資産評価額の算出を行った。 

平成１８年２月２１日、資産評価額の算出を終え、固定資産の計上を行った。 

   
（３）メータクロスの発生状況などの情報を的確に把握し、効果的な防止策を講じるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

集合住宅など、同一箇所に複数の給水管がある場合等において、メータ取付け時に、メータ

を取り違えて取り付けるメータクロスが発生すると、利用者の信頼を損なうばかりでなく、営

業所では、料金差額の徴収及び還付に係る利用者との調整に多大な人員及び時間を要するなど、

多くの問題が生じる。しかし、水道局では、営業所から、メータ引換工事等を所管する支所に、

メータクロスの発生状況を伝達する仕組みがない。 

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月１２日付文書にて、局内関係部署及び関係団体に通知し、周知徹底を図った。 

また、局ＨＰ指定事業者コーナーに「メータクロスに注意！」を掲載した。 

平成１７年９月２９日、営業所検針係長幹事会を開催し、作成したメータクロス処理フロー

を配布の上、給水管工事係への連絡体制の確立と徹底を図った。 

さらに、平成１８年度契約の特記仕様書に、メータクロスに関する注意事項を追加した。 

 

 
教 育 庁 

 
（１）パソコン教室について＜保守料金の積算を適正に行うべきもの＞ 

ア 監査結果の内容（要約） 

学務部では、パソコン教室の集団学習装置の保守料金について、これをリース料金とは別に

積算すべきところ、リース料金に含めて積算している結果、１教室当たり約８３万円が過大積

算となっている。        

                            

イ 講じた措置の概要 

契約目途額における保守料金の積算に当たっては、平成１８年２月３日付事務連絡により、

リース物件購入価格に算入することなく、保守料金を別途加算し、適切に積算するよう周知徹

底した。また、現在進行中の準備契約の中で保守料金について適正に別途積算を行った。 

なお、各校の契約原議の協議を受ける際に再度、適切に積算されているか確認した。 
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（２）被服貸与に係る事務を効率的に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

福利厚生部は、被服貸与データ電算集計処理委託契約（単価契約、推定総金額４４万８，９

８０円、契約期間：平成１６．４．１～平成１７．３．３１）を F と締結し、各学校から年４

回提出される手書きの貸与被服調書の入力、集計、帳票出力及び貸与品の品名とコード番号の

突合等のエラーチェックなどを行わせている。 

しかし、表計算ソフトウェアもしくはデータベースソフトウェアを用いて貸与被服調書を作

成・集計することで、エラーの予防、集計及び帳票出力の自動化を行うことができる。 

 
イ 講じた措置の概要 

表計算ソフトを利用した調書の集計及び帳票出力を試行するため、従来の調書と新調書を提

出させた（平成１７年１１月１４日付１７教福厚第２３６号）。新調書を契約に必要な帳票類

に加工し、業者集計結果と比較し、この試行の結果実施の目途がついたため、今後は、新調書

での集計作業を本格実施する。 

 
（３）行政財産の管理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

生涯学習スポーツ部は、所管の調布庁舎（味の素スタジアム内）の一部（６５４．９２㎡）

を財団法人東京都生涯学習文化財団に財団事務局として、目的外使用許可（平成１６年度使用

料；年額９９２万９，８９２円）している。 

しかし、１階のスポーツ情報資料室等（２１８．９４㎡）については、目的外使用許可をし

ていないにもかかわらず、財団が事務室等として使用している状況が認められた。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年９月末に、スポーツ振興課として、指摘箇所も含めた調布庁舎の備品を直接点検

し、スポーツ振興課の備品と財団の備品との分別を行った。 

平成１８年３月末までに、財団は、局が目的外使用許可をしていない場所から備品を撤去し

た。 
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〔平成１６年度決算審査（出納長所属各会計）〕 
 

財 務 局 
 
（１）公有財産について＜土 地＞ 

ア 監査結果の内容 

土地２，４７４. ５７ｍ２ 

 （都有地（旧甲州街道・廃道敷））が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月６日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

主 税 局 
 
（１）公有財産について＜土 地＞ 

ア 監査結果の内容 

土地２０７．１２ｍ２（小平都税支所敷地の一部）が登載漏れとなっている。  

 

イ 講じた措置の概要 

平成１７年８月1２日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

生 活 文 化 局 
 

（１）公有財産について＜建 物＞ 

ア 監査結果の内容 

建物２３０ｍ２（江戸東京博物館）が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月８日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

福 祉 保 健 局 
 
（１）公有財産について＜建 物＞ 

ア 監査結果の内容 

建物５５．９５ｍ２（板橋福祉工場）が登載漏れとなっている。 
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イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月６日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

中 央 卸 売 市 場 
 

（１）公有財産について＜建 物＞ 

ア 監査結果の内容 

  建物３１．６８ｍ２（小動物棟便所)が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１１月３０日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

建 設 局 
 
（１）公有財産について＜土 地＞ 

ア 監査結果の内容 

  土地７，４００．７０ｍ２（道路事業用地）が過大に登載されている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月７日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 
（２）公有財産について＜建 物＞ 

ア 監査結果の内容 

  建物１，０８８．０６ｍ２（多摩動物公園の動物舎ほか３棟分１，００８．５８ｍ２及び恩賜

上野動物園の倉庫７９．４８ｍ２）が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月７日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 
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港 湾 局 
 
（１）公有財産について＜土 地＞ 

ア 監査結果の内容 

① 土地３５０．７３ｍ２ 

 （八丈島空港拡張整備事業用地７３．７２ｍ２ 

 及び大島空港拡張

整備事業用地２７７．０１ｍ２ 

 ）が過大に登載されている。 

② 土地９万７，７２４．０３ｍ２ 

 （辰巳の森海浜公園用地８万２，７７８．０３ｍ２ 

 及び

水の広場公園用地１万４，９４６．００ｍ２ 

 ）が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

    平成１７年１２月５日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 
（２）公有財産について＜建 物＞ 

ア 監査結果の内容 

    ① 建物１６ｍ２ 

 （大井ふ頭中央海浜公園管理棟）が過大に登載されている。 

② 建物９７９．２７ｍ２ 

 （有明サービスセンター売店１７３．８２ｍ２ 

 及び波浮港格納庫

１９．２５ｍ２ 

 、岡田港ほか２港の日除施設７８６．２ｍ２ 

 ）が登載漏れとなっている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１７年１２月５日に公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

 
 

〔平成１６年度決算審査（公営企業各会計）〕 
 

港 湾 局 
 
（１）固定資産の減価償却を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都臨海地域開発事業財務規則第９３条第１項によれば、固定資産の減価償却は、当該資

産を事業の用に供した日の属する月から月割計算で行うものとしている。 

しかし、平成１６年度決算の減価償却について見たところ、改良工事等により取得し事業の

用に供した固定資産の増加分については、月割計算で減価償却を行っていない。 
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イ 講じた措置の概要 

改良工事等により取得し事業の用に供した固定資産の増加分については、月割計算で減価償

却を行うこととし、平成１７年度決算処理において過年度分を合わせた減価償却を行った。 

 

 

交 通 局 
 
（１）貸借対照表の計数に誤りがあるもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（ア）（イ）（ウ） 

局は、各会計にまたがる共通の固定資産を各会計にあん分して「関連固定資産分担」とし、

貸借対照表に計上している。 

しかし、決算手続において、あん分額を誤ったことから、①平成１６年度東京都交通事業会

計決算書、②平成１６年度東京都高速電車事業会計決算書、③平成１６年度東京都電気事業会

計決算書において、貸借対照表の計数に誤りがあることが認められた。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア）（イ）（ウ） 

① 交通事業会計における有形固定資産の関連固定資産分担額の差額△４９４万５，００７

円及び関連固定資産分担額の減価償却累計額の差額△３億８，６８０万１，７５１円につ

いて、平成１８年２月１０日に高速電車事業会計及び電気事業会計の分担額から振替処理

（過年度修正）を行った。 

② 高速電車事業会計における有形固定資産の関連固定資産分担額の差額４９２万３，８９

８円及び関連固定資産分担額の減価償却累計額の差額３億８，３９７万３，２１９円につ

いて、平成１８年２月１０日に交通事業会計の分担額へ振替処理（過年度修正）を行った。 

③ 電気事業会計における有形固定資産の関連固定資産分担額の差額２万１，１０９円及び

関連固定資産分担額の減価償却累計額の差額２８２万８，５３２円について、平成１８年

２月１０日に交通事業会計の分担額へ振替処理（過年度修正）を行った。 

 
（２）その他構築物費（資本的支出）で支出すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（ア）局は、馬込車両検修場において、列車検査Ｂ室とＡ倉庫間通路に屋根を設置する工事（契

約金額：１９５万８，２５０円）をその他構築物修繕費（収益的支出）で支出している。 

しかし、この工事の施工内容を見たところ、設置した屋根は、独立した基礎の上に鉄骨柱

で支えた強固なものであることから、その他構築物費（資本的支出）で支出すべきである。 
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（イ）局は、白丸調整池ダム巡視路補修工事を施工し構築物修繕費（収益的支出、契約金額：８

８５万１，５００円）で支出しているが、巡視路の補修に伴い柵の新設を行っていることか

ら、柵の新設（施工工事費：６１６万４，０１８円）については、その他構築物費（資本的

支出）として支出すべきである。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア） 建設改良費として執行すべきであった本件工事金額１８６万５,０００円（税抜）につい

て、平成１７年１０月２０日に過年度修正を行い、１７年度の雑収入として計上し、該当資

産の固定資産登録を実施した。  

（イ）建設改良費として執行すべきであった本件工事金額６１６万４，０１８円（税抜）につい

て、平成１７年１０月２４日に過年度修正を行い、１７年度の雑収入として計上し、該当資

産の固定資産登録を実施した。 

 

 

 
〔平成１６年財政援助団体等監査〕 

 
生 活 文 化 局 

 
（学校法人１１０団体） 

 
（１）会計処理を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

（ア）学校法人子どもの森では、平成１４年度に旧園舎の解体費用を教育研究経費支出の修繕費

として処理している。 

（イ）学校法人成立学園では、平成１５年度に旧部室の解体費用を教育研究経費支出の修繕費で

処理しているが、建物解体経費は、新たに支出科目、例えば「建物解体撤去費支出等」を設

定し支出すべきである。 

 
イ 講じた措置の概要 

（ア）本件の会計処理については、平成１７年１０月２日に開催された理事会において、経理規

程の改正が行われ、新たな支出科目として「建物解体撤去費支出」を設置し、今後、会計処

理を適正に行うこととした。 

（イ）本件の会計処理については、平成１８年３月１８日に開催された理事会において、経理規

程の改正が行われ、新たな支出科目として「建物解体撤去費支出」を設置し、今後、会計処

理を適正に行うこととした。 
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（財団法人東京都歴史文化財団） 

 
（２）委託契約の契約変更及び台帳の補正を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

局は、財団に東京都江戸東京博物館等の管理運営業務を委託しており、平成１５年度におい

て、委託契約の履行の一部として、財団に東京都江戸東京博物館の１階にレストラン２３０ｍ２ 

 

を新設させているが、これは、都の財産の取得にあたり委託の範囲を逸脱している。また、局

は、当該工事に伴う公有財産台帳の補正を行っていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

監査の結果を踏まえ、工事実施に当たっては、都に事前承認の手続を行う旨を財団に対し、

改めて周知徹底した。財産台帳整備については、既に登録作業を終えた。 

また、平成１７年１２月８日、公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 
（３）財産登録を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

財団は委託契約に基づき、平成１５年度、江戸東京たてもの園等に「防犯カメラ等」を設置

しているが、局の財産登録の処理状況を見たところ、監査日現在（平成１６．１２．２２）ま

で何も処理していない。 

 
イ 講じた措置の概要 

財産台帳整備については、既に登録作業を終えた。 

また、平成１７年１２月８日、公有財産増減異動通知書により出納長に通知した。 

 

 

 

都 市 整 備 局 
 

（財団法人東京都新都市建設公社） 

 

（１）庁舎分室の有効活用の方策を検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

公社が本社敷地に隣接して保有する分室（敷地：３６８．３５㎡、木造２階建、建物延面積：

１７３．８３㎡、建物：昭和４７年建設）の使用状況は、極めて低調であり、資産として有効

に活用されていない。 
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イ 講じた措置の概要 

分室については、老朽化が激しいことから、解体工事を行い、平成１８年２月１０日に完了

した。当該宅地については、利用または売却の検討を行い、有効活用を図る。 

 

 

福 祉 保 健 局 
 

（社会福祉法人はばたき） 

 
（１）経理規程を遵守し委託契約を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

福祉保健局は、東京都八王子自立ホームの管理を社会福祉法人はばたきに委託している。 

法人は、この委託料を受けて給食業務の委託契約を締結しているが、これについて見たとこ

ろ、法人は競争入札を行わずに契約を締結していることが認められた。 

 
イ 講じた措置の概要 

法人に対し、規程整備と経理規程に基づく適正な契約の実施について指導した。その結果、

八王子自立ホームにおいては、競争により委託業者を決定するコンペ方式を導入することとし、

「給食業務の委託事業者募集要領」及び「給食業務の委託事業者選考委員会設置要領」を整備

した。これに基づき、平成１８年１月末に募集を行い、応募者に対し説明会を実施、同年２月

２７日の業者選考委員会で１８年度の委託事業者を決定した。 

今後も経理規程を遵守し適正な委託契約を実施するよう指導した。 

 

 

 

〔平成１６年行政監査（特命随意契約について）〕 
 

交 通 局 
 
（１）駅舎照明設備点検清掃委託に係る契約方法を見直すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

交通局は、「駅舎照明設備点検清掃委託」契約をＪと特命随意契約（単価契約）により締結し

ている（推定総金額：１億３，１４５万５，８１１円）が、一般照明で高い足場を要し、乗降

客の安全な通行を確保できない箇所や軌道壁等については、夜間作業で行っていることなどか

ら、Ｊ以外の業者でも安全かつ確実な作業を行うことが可能であると判断され、本件契約の全

ての作業を特命随意契約とする理由は存しない。 
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イ 講じた措置の概要 

作業内容や作業箇所等の精査を行った結果、平成１８年度の委託契約から、改札内側の特に

安全確保を必要とする箇所以外のホール、コンコース、駅出入口等は競争入札により行った。 

 

 

 

〔平成１６年行政監査（都立図書館サービスについて）〕 
 

教 育 庁 
 
（１）都の行政刊行物の図書情報について、各局の協力を得て効率的な収集に努めるべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

都立図書館では、調査研究図書館として、都の行政刊行物を幅広く収集している。こうした

行政刊行物に関わる図書情報は市販の図書に比べて少なく、的確なレファレンスを行うために

多様な図書情報を収集することが望まれる。都立図書館は、行政刊行物の図書情報を効率的に

収集する仕組みづくりに努められたい。 

 
イ 講じた措置の概要 

都の行政刊行物の図書情報については、総務局が主要刊行物のデータを『各局印刷物』と 

してホームページ上に掲載している。 

今後も、このデータ及び都民情報ルームからのデータを参考に、各局に刊行物の送付を依頼

する等連携を図りながら、円滑かつ効率的な収集に努める仕組みとした。 

 
（２）日比谷図書館の利用実態等を踏まえ、今後のあり方について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

日比谷図書館は、都立図書館の役割である広域的自治体の図書館としての機能が十分に果た

されておらず、施設も有効に利用されていない。教育庁は、日比谷図書館のこうした利用実態

や立地特性等を踏まえ、今後のあり方について抜本的に検討されたい。 

 
イ 講じた措置の概要 

日比谷図書館の今後のあり方については、平成１７年８月の第二次都立図書館あり方検討委

員会報告に示された方向性に基づき、平成１７年１０月の東京都教育委員会定例会において、

日比谷図書館を移管する方針が決定された。その後、千代田区と都教育委員会において「東京

都立日比谷図書館移管協議会」を設置し、移管に向けて協議を進めているところである。 
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〔平成１６年各会計定例監査〕 
 

福 祉 保 健 局 
 
（１）医科診療報酬請求における特定保険医療材料の請求を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

医科診療報酬点数表（平成１４年厚生労働省告示第７１号）第１０部通則２によれば、

手術の費用は、手術に当たって厚生労働大臣が定める保険医療材料を使用した場合は、当

該手術の所定点数に特定保険医療材料の所定点数を合算した点数により算定することと

しているが、老人医療センターにおける心臓ペースメーカー移植術に係る診療報酬の請求

状況について見たところ、合計３６万５，９２０円の請求漏れとなっている。 

 

イ 講じた措置の概要 

心臓ペースメーカー移植術に係る診療報酬（特定保険医療材料）の請求漏れの指摘を受けて

いた件について、平成１８年２月１０日までに再請求を行った。 

 

 

産 業 労 働 局 
 
（１）契約違約金等の収入未済金について適切な処理を行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

森林事務所は、「南郷林道開設工事」契約（契約金額：２，８８４万円、契約年月日：平成６

年９月３０日）をＢと締結したが、契約解除を行ったことから、平成７年３月２５日に契約違

約金２２３万２，２００円等が発生した。 

しかし、当該契約違約金等の処理状況を見たところ、①初期段階における配達証明等の未到

達時に現地調査及び公示送達などを全く行っていないこと､②平成１２年３月３１日に契約違

約金の督促等を配達証明で代表取締役個人住所宛に送付し、到達したにもかかわらず、到達後

の現地調査及び債務者との直接の折衝等を全く行っていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

「南郷林道開設工事」契約違約金等の収入未済金については、連絡を取りたい旨の文書を配

達証明郵便で送付し、平成１７年１０月１４日において債務者の自宅を訪問した。 

今後とも、債務者との折衝のため、夜間や休日を含め、自宅訪問を続け、収入未済金の回収

を図っていく。この旨、平成１８年３月１日付けで文書を監査事務局に提出した。 
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（２）賃借駐車場の利用について抜本的な見直しを検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

林業試験場は、駐車場用地として利用するため､Ｆと土地賃貸借契約（契約年月日：平成１

５．４．１、契約金額：２６０万９，４６９円、履行期限：平成１６．３．３１）を締結して

いる。 

ところで､場にはこの賃借駐車場のほか、場所有の駐車場（面積約６５０㎡、駐車台数４０

台）もあり、通常日は、場所有の駐車場の使用で充足しているが、イベント開催時に大型バス

が入場できないため、この場合に限り賃借駐車場を利用している。しかし、平成１５年度のイ

ベントの開催状況は、９日間にすぎず、このうち賃借駐車場を利用しているのは、７日間のみ

である。 

 
イ 講じた措置の概要 

駐車場用地については、平成１８年４月１日から日の出町で借り受けることとなり、平成１

８年３月３１日をもって地主へ返還することとした。 

 

 

港 湾 局 
 
（１）街路灯、橋梁灯に係る電気料金について会計負担を適正に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京港管理事務所では、港湾道路７７．２キロメートルのうち、４２．１７キロメートルを

一般会計の管理道路とし、残りの３５．０３キロメートルを臨海地域開発事業会計の管理道路

として区分している。それぞれの維持管理等に必要な経費については、一般会計及び臨海会計

の２会計で負担することとしているが、平成１５年度の港湾道路に設置している街路灯、橋梁

灯に係る電気料金の会計別の負担状況について見たところ、負担区分の誤りがあった。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１５年度及び１６年度分については会計間の清算処理を行った（１７東港道第６７３号）。

また、平成１７年度から適正な処理を行っている。 
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交 通 局 
 
（１）料金箱収入を適切に調定すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

料金機計数データ（紙幣）と現金有り高を照合したところ、全体の１９．３％の日について

データが現金と相違することが認められた。部及び料金機の製作者であるＡは、運行中のバス

内においては料金機が紙幣を正確に計数できないことがあるために相違が発生するとしている

が、その解消に必要な措置を講じていない。 

 
イ 講じた措置の概要 

紙幣データと現金有り高との相違について、業者とともに原因解消に向け調査を行ってきた

が、バス料金機の性能上の限界等があると判断したため、新たな精算方式を導入することを決

定し、導入のための予算措置を行った。 

なお、平成１８年度中の導入に向け機器購入等を行う。 

 

 

水 道 局 
 

（１）職員住宅の退去時における費用の負担区分の明確化について検討すべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

職員部は、職員及び主としてその収入により生計を維持する親族を居住させるため、職員住

宅を設置しており、平成１６年１月末現在、一般住宅１３箇所２５９戸、独身寮１１箇所２７

０戸及び災害対策住宅１箇所１２戸の修繕業務を委託により実施している。 

その職員住宅の修繕の執行状況（一般修繕８１件４７４万４，９１３円、空き家修繕５６件

１，６８５万２，８３６円）について見たところ、入居者に対し、入居者が設置したエアコン

等を撤去するなどの原状回復のみを求めているだけで、その他の修繕については入居期間中の

過失などによる入居者の責任で修繕すべきものか、部の責任で対処すべきものかを明確にしな

いまま、次の入居者の入居前に、空き家修繕として全額、部の負担で実施している。 

 
イ 講じた措置の概要 

退去時における費用負担区分について、区分を明確化し、入居者に応分の負担を求めるとい

う内容で、平成１７年７月に「入居のしおり」の見直しを実施した。 

平成１７年１２月１日から、見直し後の「入居のしおり」を適用し、退去に伴う費用の負担

区分を明確にするとともに、入居者に一定の費用を負担させている。 
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〔平成１５年度各会計定例監査〕 
 

産 業 労 働 局 
 
（１）収納金の即日払込みを適切に行うべきもの 

ア 監査結果の内容（要約） 

東京都会計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号）第２９条によると、金銭出納員は、

その取り扱った収納金を納付書によって、即日（即日払い込むことができない場合には、金融

機関の翌営業日）指定金融機関等に払い込まなければならないとされている。しかし、産業技

術研究所の本部（西が丘庁舎）では、依頼試験等の使用料、手数料等の収納を行っているが、

その収納金の払込みについては、指定金融機関等が研究所の近くにあるにもかかわらず、すべ

て翌営業日に行われている。 

 
イ 講じた措置の概要 

平成１８年４月から、地方独立行政法人化に伴い、金融機関等への振込による収納を原則と

し、また、所に、ＡＴＭを設置して現金を保管しないこととした。 
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